
 

 

委員および一般からのご意見 

 

①委員から流域委員会への意見、指摘（2008/1/29～2008/2/10 第 71 回委員会以降） 

No. 発言者・所属等 受取日 内 容 

016 寶 馨 委員 08/2/10 「第72回委員会にあたって」が寄せられました。別紙016-1

をご参照下さい。 
 

②一般からの流域委員会へのご意見（2008/1/29～2008/2/10 第 71 回委員会以降） 

No. 発言者・所属等 受取日 内 容 

959 細川ゆう子氏 08/2/10 「余野川ダムは、なぜいらない？～河川管理者はダムの操作

に本気を見せて～」が寄せられました。別紙959-1をご参照

下さい。 
958 副島猛氏 08/2/8 「丹生ダム周辺のクマタカについて」が寄せられました。別

紙958-1をご参照下さい。 
957 永末博幸氏 08/2/8 「誤解しています・「宇治川改修が如何に緊急であるか」と

いうことを。」が寄せられました。別紙957-1をご参照下さい。

956 関西のダムと水道を

考える会 

野村東洋夫氏 

08/2/8 「（丹生ダム・川上ダム）河川管理者への３つの質問」が寄

せられました。別紙956-1をご参照下さい。 

955 伊賀利水検討グルー

プ 浅野隆彦氏 

08/2/8 「《伊賀用水問題を考える》＝河川管理者回答への反論」が

寄せられました。別紙955-1をご参照下さい。 
954 宇治・世界遺産を守

る会 薮田秀雄氏 

08/2/8 「原案審議に関する質問と意見」が寄せられました。別紙

954-1をご参照下さい。 
953 日建設計シビル 

高橋正氏 

08/2/7 「第3次流域委員会への要望」が寄せられました。別紙953-1

をご参照下さい。 
952 自然愛・環境問題研

究所 浅野隆彦氏 
08/2/7 「岩倉峡の流下能力をめぐる無理解」が寄せられました。別

紙952-1をご参照下さい。 
951 森脇榮一氏 08/2/7 「[淀川水系河川整備基本方針をどう認識するか]－治水史

を踏まえて－ ＊認められた治水機能容量を蝕む委員・傍聴

者の意見＊」が寄せられました。別紙951-1をご参照下さい。

950 宇治・世界遺産を守

る会 薮田秀雄氏 
08/2/7 「原案について 河川管理者は堤防をはじめ河川管理施設

の耐震対策をなぜ具体的に示さないのか？耐震対策につい

て委員会の審議を要請します」が寄せられました。別紙950-1

をご参照下さい。 
949 荻野芳彦氏 08/2/6 「質問書（７）」が寄せられました。別紙949-1をご参照下さ

い。 
948 山岡久和氏 08/2/6 「質問と意見」が寄せられました。別紙948-1をご参照下さ

い。 
947 NPO 法人伊賀・水と

緑の会 畑中尚氏 

08/2/5 「淀川水系流域委員会様」が寄せられました。別紙947-1を

ご参照下さい。 
946 小山公久氏 08/2/4 「水質（川上川・前深瀬川の環境についての意見と再質問）」

が寄せられました。別紙946-1をご参照下さい。 
945 宇治「防災を考える

市民の会」 梅原孝氏 

08/2/4 「鐘鉦 第66号」が寄せられました。別紙945-1をご参照下

さい。 
944 佐川克弘氏 08/2/4 「京都府の天ヶ瀬再開発撤退論の補足説明」が寄せられまし

た。別紙944-1をご参照下さい。 

淀川水系流域委員会 
第 72 回委員会（H20.2.11）

参考資料１ 



No. 発言者・所属等 受取日 内 容 

943 佐川克弘氏 08/2/4 「「空気」も売っている京都府営水道」が寄せられました。

別紙943-1をご参照下さい。 
942 佐川克弘氏 08/2/4 「「乙訓地区・平成大水害」の原因」が寄せられました。別

紙942-1をご参照下さい。 
941 佐川克弘氏 08/1/30 「京都府と大阪市の水利権交換を提言すべし」が寄せられま

した。別紙941-1をご参照下さい。 
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淀川水系流域委員会 
委員長 宮本博司 殿 
 
            第 72 回委員会にあたって 

平成 20 年 2 月 10 日 
委員 寶  馨 

 
 日本政府派遣による外国出張で不在のため、2 月 11 日の第 72 回委員会会合

を欠席させていただきます。誠に申し訳ございません。 
 当日のテーマが、治水・ダムとのことでありますので、河川・防災の専門家

として参加している委員の一人として、思料するところをまとめました。 
 委員会にてご配付いただけましたら有り難く存じます。 
 
１．「ダムありき」について 
 私は、委員就任以来これまで委員会内で一貫して、ダム計画に対して肯定的

な発言をして参りました。その理由は、 
（１）ダムの集水域に降る豪雨とそれによって引き起こされる洪水・土砂流

出・流木などの災害に対し、下流の治水対策として効果的である。ダム

直下ではその効果は極めて大きい。ダムから離れた下流に対してもダム

でカットした分だけの流量を低減させる効果は確実にある。 
（２）丹生ダム、大戸川ダム、川上ダムのいずれもが、河川法改正（平成 9 年）

及び淀川水系流域委員会発足（平成 13 年）以前より計画されたものであ

り、事業もそれぞれ進捗している。 
という観点からです。 
 委員会のなかで、「いきなりダム」、「ダムありき」で議論を始めるのはおかし

い、「（河川管理者は）ダムを作りたいから」いろいろなことを言う、などとダ

ム事業がまるで一からやり直せるような印象を与える発言が出ています。 
 しかし、もともと事業計画が存在し、事業（関連調査、道路工事や住民移転

など）も進捗しているのですから、何十年も前から「ダムありき」なのであり、

「いきなりダム」ということではありません。「（河川管理者は）ダムを作りた

いから」というよりは、「実際に事業がそこにあるから」それをどうするか、委

員会とともに苦心しているというところではないでしょうか。 
 
 

016 寶馨委員

016－ 1／12



【ある新聞記事に関連して】 
 最近事務局から送られてきた新聞記事に面白いものがありました。それ

は、京都新聞 2008 年 2 月 7 日付朝刊の記者コラム「点」に掲載された記事

で、ダム事業を手術に例えたものです。記事によれば、宮本委員長が「ダム

建設も同じ」と仰っているようなので、ここにとりあげました。 
 もし、この例えを使うならば（無理な例えであることを承知で書いていま

す）、患者（受益者、上流住民も下流住民も含めて）は、手術の限界や危険

性、副作用（集落移転、河川環境への影響）を承知の上で抜本的な処置とし

て手術を受け容れたはずです。そして、手術（ダム事業）はもう始まってい

ます。 
 もともと患者が望んだ手術ではなかった、という意見がひょっとしたらあ

るかも知れません。河川管理者の押しつけのダム事業（手術）であり病気も

なかったのだとしたらこの手術は大問題ですが、そうではありません。 
 また、手術を引き延ばせば引き延ばすほど、入院費用、手術費用、薬代が

かかることにも注意が必要です。そうこうするうちに、病状が悪化したり、

発作や感染症で重大な事態に陥ってしまうかも知れません。 
 手術を途中で止めて退院し投薬治療に切り替える（それが病気や患部に有

効で安価で副作用も少ないのであれば）という方法ももちろんあります。た

だし、手術のために覚悟を決めて行動を起こした患者の、手術を途中で止め

ることによる精神的苦痛はどのように癒されるのでしょうか。 
 一定の効果を見越して手術はすでに始まっています。手術は「悪」ではあ

りません。 
 ここでとりあげた新聞記事のなかで「手術は劇的な効果が期待できる」と

も記者は書いておられます。 
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２．ダム建設にかかる費用・費用負担について 
 
 このことについては正直に言って、私自身、委員会に参画するまで十分な知

識がありませんでした。もちろんコストアロケーション（費用配分）やダム建

設にかかる費用の規模についての大筋の知識や理解はあったのですが、途中か

ら事業撤退する場合（利水事業者が撤退する事例が多い）の負担については、

どう考えたらいいのかわからなかったのです。 
 利水事業者が撤退するなら、その事業者はもう一切経費を払わなくても良い

ではないか、というのが人情です。とは言え、社会の公的な組織間の約束事（契

約）ですから、それを一方的に破棄できないことは、社会人なら一般論として

理解できます。 
 高度経済成長期にこぞって参画した事業者（府県自治体等）があったからこ

そ現在進行している事業が存在しているのであり、実際、これまでも今もそれ

ぞれ参画してきた事業に対して費用負担しているはずです（と思います）。具体

的に利水からの全面撤退を表明している事業者は、現在は、意向を表明してい

る段階であって、撤退が確定したわけではないそうです。実施計画の変更をも

って撤退が確定する、とのことです。 
 ということは、整備計画が策定され、フルプランが改定され、かつ、利水撤

退後の事業計画が明確になったときに事業計画の変更がなされるので、結構道

のりは長い（時間がかかる）ようです。時間がかかればかかるほど負担がかさ

むので、早期の解決が望まれます。当たり前ですが、その間の支出も極力抑え

なければなりません。 
 ダムの建設費用は一切合切（調査費や集落移転などの費用も）含めて、大雑

把に言うと、規模と色々な意味での難易度に応じて数百億円から数千億円かか

ります。過去に我が国で建設されたダムにおいては、事業進捗の間に当初予算

がどんどん膨らむ傾向がありました。ダムを建設する場合においては、環境対

策等の費用も予め適切に見積もり、建設中の経費の増大や節約の様子をモニタ

リング（監視）して納税者に説明責任を果たしていく制度ができないものかと

考えます。場合によっては流域委員会がそうしたモニター役を引き受けても良

いのかも知れません。こうした制度を導入することにより、ずるずると不当に

経費が嵩んで納税者から指弾されることが防げようかと思います。ダム事業・

治水事業に理解を得る重要なポイントだと考えます。 
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３．住民及び地域の意見をどう委員会は取り扱ってきたのか 
 
 私は、今期から参加した委員ですので、住民及び地域の色々な意見をどう第

１期、第２期の委員会が取り扱ってきたのかを知りません。委員会の意見書に

はほとんど何も書かれていないようです（見落としてますでしょうか？）。現地

で集会や意見交換会が行われたことは聞いておりますが、そこでの議論や要望

をこれまでの淀川水系流域委員会がどう意見書に反映しようとしたのか、その

あたりをお聞きしたいと思います。 
 過去に２回、私自身がお尋ねした（正確に言うと、議論の時間を取ってくれ

るように委員会内で発言した）ことがありました。しかしながら、各ダムにつ

いて２回ずつの審議があった中では、これについては時間を取ってもらえませ

んでした。委員会の議論の中で、前期までからの委員各位あるいは宮本委員長

からもはっきりしたお話を聞けておりません。 
 ダム建設の強い要望を持つ住民の意見をどのようにとらえ、それをどのよう

に処理してこれまでの意見書等に反映しようとしたのか、反映できなかったと

したら、そうした意見があるという問題をどう克服しようとしたのか、を新規

参画の委員の一人として委員会の場でお聞きしたいのです。 
 
 
４．姉川・高時川流域（丹生ダム）について 
 
 丹生ダムの環境への影響評価については、姉川ダムが近隣にあるので、それ

が大いに参考になるはずであると、過去２回ほど発言いたしました。私自身も

平成 20 年 1 月 24 日に同僚や学生を連れて、姉川ダム、丹生ダム建設予定地、

及び姉川・高時川流域を見学に訪問しました。雪が降り出した日でしたが、姉

川ダムと高時川筋の最上流域まで行くことができました。 
 
（１）緊急性について 
 天井川の堤防のすぐそばに少なからぬ数の民家があり、その堤防の天端近く

まで洪水の水位が上がったことが、平成 18 年 7 月 19 日にあったようです。こ

のときの姉川・高時川流域に降った雨量は、それほど大きくなかった（数値を

聞き漏らしました）とのことでしたが、姉川筋の洪水ピークと高時川筋の洪水

ピークが時間的に近かったようで、水位が危険なレベルに達したようです。昭

和 50 年には同じ地点でさらに高い水位を経験しています。このことからして、

緊急性は確かにあります。 

016 寶馨委員
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 流域委員会の議論では、すべての委員が緊急性を認めているようです。とこ

ろが、この２年ぐらいの間、樹木の伐採、高水敷掘削を先ず急いでやることな

どの対策が行われていないことから、河川管理者の「緊急性の認識」が不足し

ている旨の発言が委員長を含め何人かの委員から出ております。一方、樹木の

撤去は水量的には治水効果は低いという意見もありました。河道内とは言え、

長い歴史上ずっと（河川法制定前から）民地であるため、樹木が生えていたり、

農地や舗装した駐車場になっていたりします。この民地部分に対して短時間で

何らかの対策をするのは難しいように思えます。にもかかわらず、緊急性の意

識が低い、と言うのは河川管理者にとって酷のような気がします。ただし、河

川管理者が何らかの対策をしようともしていない、ということであれば、それ

を何人かの委員が問題としておられるのかも知れません。 
 宮本河川部長の時は、この対策はどうだったのでしょうか？実際の担当者で

ある滋賀県にお任せになっていたのでしょうか？苦労話があるとしたらお聞か

せいただきたいと存じます。  
 なお、樹木の伐採や高水敷の掘削だけでは、平成 18 年７月のような洪水ピー

クが時間的に重なる事象には対処できないことを申し添えておきたいと思いま

す。 
 
（２）環境影響について 
 姉川ダムは、無調節（自然調節）型のいわゆる「穴あきダム」で、放流口は

河床部ではなくダム堤体の中ほどの高さの所に空いています。よって、その高

さまでは水を貯め、それ以上になると自然に放流されます。ただし、平成 14 年

に完成後数年の間には大きな洪水は経験していません。環境影響の面はどうか

というと、完成してから数年経過しているのですが、現地の人の話を聞いても

このダムによる甚大な環境影響はないように感じました。 
 これから類推して、同じ姉川流域のもう一つの支流である高時川筋に事業が

進んでいる丹生ダムにおいても甚大な環境影響はないのではないかと思います。 

イヌワシやクマタカのつがいが確認されているようですが、つがいでない「独

身」のイヌワシやクマタカもいるはずで、それらがどれくらい生息しているの

でしょうか。委員会の中で一度発言したことがありますが、気候変動などの影

響でこれらの希少な鳥類が、他の府県や流域に移住してしまうことはないので

しょうか。鳥には鳥の「縄張り」もあり、簡単に移住はできないのでしょうが、

住みにくければ鳥だって住民票を移したくなるような気がします。 
 こうした環境影響については、専門とする委員の皆さんに、姉川ダムの事例

も参考にされ、具体的な御意見を拝聴したいと存じています。 
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 元委員のある先生から流域内に古い鉱山跡（廃鉱）がいくつかあるかも知れ

ないと聞いておりました。ダム完成後に貯水した場合の水質への影響を懸念し

ていたのですが、別の川筋のことだったらしく、高時川の丹生ダムによって浸

水する範囲には廃鉱はないとのことでしたので、この面での心配はなくなりま

した。また、下流の高時川頭首工において、魚の遡上や土砂の流下が遮られて

おり、琵琶湖から姉川河口を通して高時川筋を遡っていく（あるいは上流から

下る）場合に、丹生ダムを流水型（河床部に放流口を設ける穴あきダム）に設

定したとしても最上流から河口まで分断なく連続するわけではありません。 
 
（３）貯留型ダムにすると 
 そう考えると、もともとの構想であった貯留型ダムが有力な案になり得ます。

その理由は以下のようです。 
ア）1 億数千万トンの水量を蓄えられる適地であり、その設計が過去に既にな

されている。工事期間が短縮でき、その意味では経費節減になる。 
イ）水を貯めることにより、姉川・高時川流域全体の水管理に（洪水管理・低

水管理の両面で）良い効果を発揮できる。 
ウ）降雪・積雪の少ない年の冬期の雨を、琵琶湖より高い位置に確保できる。

温暖化影響対策にもなりうる。 
ここで、姉川・高時川流域全体の水管理というのは、洪水制御の面では、姉川

筋の洪水流量、琵琶湖水位とのかねあいで、丹生ダムが洪水ピークをずらせる

ことが可能なので被害軽減効果が大きいと考えられます。利水の面では、琵琶

湖から電力エネルギーで余呉湖に揚水して潅漑している水量（この水は高時川

そのものには供給されない）と、高時川の水量、さらには姉川ダムの水量の三

者の統合管理により、流域全体の用水の有効利用、電力エネルギーの節約、丹

生ダムからの放流水（経費のほとんどかからない重力エネルギーによる放流水）

による瀬切れ対策などが機動的にできると思われます。 
 丹生ダムの利水事業予定者は全面撤退の意向とのことですので、1 億数千万ト

ンの容量のうち、治水の容量と、それ以外のどれだけの量を不特定用水にする

のか、そして、この費用を誰が負担するのかが問題になろうかと存じます。私

自身は、費用負担や財政のことに明るくないので、今のところ即効性の良いア

イデアがありません。委員会の会議中に２回ほど発言しましたが、地球温暖化

対策容量（異常気象・異常流況対策容量）の費用として国が支払うなどという

ことができれば良いのですが、すぐにそうなるかどうか。河川管理者が国に掛

け合うにしても、色々な意味でまだ難しい段階かも知れません。 
 姉川ダムが自然調節方式なので、それに合流する高時川の丹生ダムは貯留型
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にして洪水調節を人為的にできるようにし、両河川からの洪水ピークが重なら

ないようにすることができると考えます。 
 
（４）丹生ダムを流水型ダムにするならば 
 丹生ダムを流水型にするのであれば、姉川ダムを再開発し（いま存在する自

然調節放流口にゲートを付け）て、こちらを貯留型にすべきです。これによっ

て両河川からの洪水ピークが重ならないようにすることができます。両方とも

が自然調節型のダムでは、「もったいない」ということが言えるのではないでし

ょうか。次ページに記した島根県・益田川ダムの例をご参照下さい。 
 
 いずれにせよ、丹生ダムを語るときに、同じ姉川・高時川流域（河口は姉川）

にあるもう一つの姉川ダムについてほとんどの委員から何の言及も議論もなさ

れないのは不可解です。整備計画に記されていないからでしょうか？唯一、竹

門委員が、私の発言に関連して「残流域からの土砂供給がある限りは、姉川に

おいても環境の悪化というのは極端に起きないかも知れない」と発言しておら

れます。利水の観点からは、琵琶湖から余呉湖を通じての導水も視野に入れる

べきと考えますが、これについてもほとんど議論がありません。 
 限界集落や地方の切り捨て、地域格差の増大の問題がこれまで以上に顕在化

してきた今日において、第 68 回委員会で、中村委員がおっしゃっ「湖北地域の

持続的な発展のあり方というのはどのようなものなのか、河川管理者は一定の

重みを背負いながらこの河川整備事業を検討してきているという経緯があり、

その辺のジレンマあるいは呪縛をどのように解いていくことができるかという

議論がなければ、農業水利の話や地域の発展、それから水量・水位・渇・洪水

といった話についての総合的な解というものが見えてこないだろう」というこ

とを今一度かみしめる必要があるだろうと思います。 
 丹生ダム単体の議論にとどまらず、姉川・高時川流域全体を概観して議論し

ていきたいと考えています。河川管理者におかれては、これまでの長年の歴史

と重みを今一度確認しつつ、河川管理の範囲以外のことも勘案しながら、大き

なビジョンを打ち出してもらいたいものです。 
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【島根県・益田川の流水型ダムについて】 
 私は、平成 20 年 2 月 5 日に島根県・益田川流域を他大学の研究者と見学

に訪問しました。ここには、昨年秋に竣工した益田川ダムがあり、これが流

水型ダム（河床部に放流口が空いている）として注目を集めています。実は、

この近傍のダムは流水型が多く、益田川の支流の笹倉ダム、大垰ダム、嵯峨

谷ダムもすべて流水型でした。ただし、笹倉ダムは、昭和 58 年の益田川の

大洪水（洪水で２名、土砂災害で 37 人死亡、総被害額 658 億円）の直後に、

当時計画中であった益田川ダム（流水型）の洪水調節容量を改定して増やそ

うとした（ダムの堤体を高くしようとした）のですが、上流側でさらに移転

が発生するなどの事情で断念し、直近の支流の笹倉ダム（流水型）を再開発

して、益田川ダムで洪水処理できない容量を確保するために貯留型にしたと

いう経緯があります。笹倉ダムは、農林系のダムでしたがこの時に土木部に

移管したそうです。農林も土木も県土整備部なのでこのような融通ができた

ようです。これにより、所定の洪水流量を処理するとともに、益田川ダムの

容量だけを増やす（ダム堤体を高くする）場合よりも 80 億円の節約ができ

たとのことでした。 
 丹生ダムと姉川ダムも、この益田川ダムと笹倉ダムの組み合わせと同じよ

うな地理的位置関係にあります。島根県のように両者が補完関係を持つよう

にするのは一つの方法ではないでしょうか。滋賀県と水資源機構との間の連

携を期待したいものです。 
 益田川ダムの堤体の下部には河床と同じ高さに二つ穴があり、上流側と下

流側は一つの水面で繋がっています。魚や水鳥がダムのすぐそばでのどかに

過ごしている様子が見られました。また、ダム建設に伴って作られたグラン

ドゴルフ場では二十人ほどの年配の人たちが、二月の冬空にもかかわらずグ

ランドゴルフにうち興じていました。 
 益田川は、巨石がダム地点に流れ着く可能性はほとんどないとのことであ

り、土砂や流木はダムを通過するのに十分な大きさの穴があります。ダムの

洪水調節容量の規模もそれほど大きくないということもあり、条件に恵まれ

た典型的な流水型ダムという印象を受けました。現存する他の２つの流水型

ダム（大垰ダム、嵯峨谷ダム）の上流側は樹木が結構覆い茂っておりました。

 昭和 58 年の洪水での死者は 2 名だけであったにもかかわらず、それを契

機に益田川ダムをはじめ、河川整備は 100 年確率で改修がほぼ済んでいるの

を見て、治水の観点からはうらやましい気がした次第です。 

- 8 - 
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５．大戸川ダムおよび天ヶ瀬ダム再開発について 
 
 大戸川は昔から大量の土砂流出があり、その瀬田川への流入が常に問題でし

た。瀬田川の河床を押し上げ、琵琶湖から下流への流出を妨げていました。現

在は、大戸川上流の砂防工事のお陰で土砂流出はかなり減っているようです。

土砂流出が多いと、貯留型のダムは短い期間で土砂に埋まってしまいます。そ

の観点からは流水型ダムが有力な候補と言えます。 
 一方、大戸川は、瀬田川洗堰と天ヶ瀬ダムの間に流入する河川なので、洗堰、

天ヶ瀬ダムと大戸川ダムの三者で統合管理ができないか、という期待がありま

す。これがうまくいけば、琵琶湖周辺、宇治川、さらには下流の淀川（委員会

では高水位を超える 17 cm に焦点がいってしまいましたが）に対する治水効果

がさらに高まるように思われます。 
 流水型（自然調節型）にしつつ、高い位置にもさらに放流ゲートを設けて規

模の大きな洪水に対する調節ができるなどの工夫が今回の事業計画に位置づけ

られているのは大変良いことだと思います。他の場所に事例があれば是非参考

にしたいところです。治水機能により大戸川ダム直下の洪水対策に効果を発揮

するのみならず、もっと広い範囲に影響を及ぼす弾力的な水・土砂の統合管理

に貢献できることになると思います。 
 近年、私自身は大戸川ダム建設予定地や大戸川流域を訪問しておりませんの

で、これ以上の言及は今の時点では控えておきます。 
 天ヶ瀬ダムの再開発についても、洗堰操作、大戸川ダムと連動する話であり、

宇治川や宇治市の水管理とも統合的に考える必要があります。私の勤務先に極

めて近い宇治川ですから、現地をもう少し踏査してから意見を申したいと考え

ているところです。 
 
 
６．木津川流域（川上ダム）について 
 
 木津川流域には既に５つのダムがあり、川上ダムは６つ目で、６人兄弟の末

弟という位置づけです。委員会でも発言しましたように、布目川筋の布目ダム、

名張川筋の高山ダムとその上流に並列に存在する室生、青蓮寺、比奈知ダム、

そして、名張川より上流で木津川に位置する川上ダムが存在する。これら３つ

の川筋に必ずしも一様に降るわけではない雨とそれによってもたらされる水資

源・洪水・土砂を、近い範囲に存在する６つのダムを統合的に管理することに

より、良い効果が上げられるものと思います。もともと６つがセットで考えら
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れていたのであり、また、上野遊水地と川上ダムもセットであることから、こ

のダムの重要性が言えると思います。 
 私は、過去に現地を訪れたことは２度、３度あるのですが、布目ダム（平成 4
年完成）、比奈知ダム（平成 11 年完成）、ができる前のことなので、残念ながら

現状について語ることはほとんどできません。 
 ただ、委員会の議論であったように、利水事業者のほとんどが撤退を表明し、

伊賀市だけが残った現状は、大変厳しい状況だと思います。最近送られてきた

新聞記事では、三重県と伊賀市との間でも新たな費用負担の問題が生じる可能

性も出てきているようです。 
 宮本委員長らが、伊賀市長や大阪市長に意向を尋ねに出向く努力をしていた

だいており、大変有り難いことではありますが、任期が無限でない市長さん達

が、将来 10 年以上にもわたる長期的な水問題について何らかの約束をすること

は、とうてい無理と思われますし、市議会の了解を取り付けることも必要でし

ょう。これもかなり時間がかかりそうです。 
 東京都は、多摩川上流に小河内ダムを水道水源として持っています。ここの

水は異常渇水対策として、東京都の大渇水に備えて最後の最後まで確保するよ

うにしているようです。極めて多くの人口を抱える東京都がそのような水源を

確保しているのと同じように、大阪市が既存の水源を恒久的に手放すことはま

ずないと思われます。短期的・一時的な融通なら、その時々の市長さん同士で

話がうまく進むかも知れませんが、恒久的水源となると、各市独自で確保する

必要があるでしょう。川上ダムの利水容量は、近傍の伊賀市にとっては当然魅

力的なはず（高価でなければ）ですが、財政面での課題は今のところ私にはわ

かりません。 
 最近は、日本人でもペットボトルの水をよく使うようになりました。わざわ

ざ外国の水を飲んだりしています。１リットル 150 円だとすると、１立方メー

トル（１トン）あたり 15 万円になります。そう言えば、ガソリンも１リットル

150 円程度になってきました。我が家（京都市）の水道料金は、最近１ヶ月の

上下水道局の連絡票を見ると、上水道分の使用量は１立方メートルあたり 151
円でした。ペットボトル水のちょうど千分の１ぐらいの料金です。日本国内で

最も高い水道料金は１リットルあたり 420 円、安いところは 42 円だそうで、何

と場所によって 10 倍の開きがあるようです。ワインよりも水の方が高い国、ガ

ソリンよりも水の方が高い国もあり、水の重要性を再認識したいものです。 
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７．河道での流量・水位の低減と堤防強化について 
 
 「いかなる大洪水に対しても被害を回避・軽減する」というのが、淀川水系

流域委員会における河川整備の理念の一つです。河川管理者も、当然のことな

がらこの理念に基づいて河川整備をしていくはずです。 
 河道内の流量や水位を低減させることは、治水の抜本的な対策です。まずこ

れを第一に考えねばなりません。そうして安全度を高めておくと同時に、堤防

の維持管理（劣化を防ぐ、回復する）や強化がなされれば、安全度はさらに高

まります。第二次世界大戦後、全国的な河川改修により堤防が一応かなり整備

されました。しかし、それから 40 年、50 年経過して、堤防の強度が劣化して

いるところが少なからずあります。そうした劣化を元に戻すことは、維持管理

として当然日常的になされるべきことです。 
 計画規模を超えるような洪水（計画超過洪水）、あるいは、現状では計画レベ

ルまで改修が進んでいない河川部分もあるのでその場合は現在の洪水疎通能力

を上回るような洪水に対して、「絶対に壊れない」堤防を作れば壊滅的被害を防

げる、という意見があります。ただし、「絶対に壊れない」ような強い堤防にす

るには、さらに経費が必要となります。もちろん、堤防が壊れないだけでは不

十分であって、予警報や避難体制の整備、住民の迅速な対応が必要です。 
 構造物を作るときに、「安全率」という概念があります。簡単に言えば、構造

物を支えようとする力（Ａ）と構造物が壊れようとする力（Ｂ）を考えたとき

に、Ａ／Ｂ を安全率と考えたらよいでしょう。構造物の強度をＡ＝Ｂに設定す

ると、壊れようとする力Ｂに等しい（安全率が１となる）ので、この場合は危

険な壊れやすい状態にあることなります。構造物を設計するときには、１より

大きい安全率をかけて、設計強度ＡをＢより大きくしておくのが普通です。 
 堤防も構造物ですから、その破壊に対する構造の設計には安全率を考慮しな

ければなりません。標準の強度の堤防の安全率はいくらで、さらに強い堤防を

築く場合、安全率をいくらにしたらいいのでしょうか。このあたりの技術的な

議論は委員会の中ではこれまでなされていません。絶対に壊れない堤防がある

として、そのときの安全率と設計方法、材料は何なのか、その費用は河川に沿

って１メートルあたりいくらなのか、の議論はまだ十分でないようです。近畿

地方のある河川では、浸透による堤防の滑りに対する安全率を最低でも 1.2 にす

るようにしているようです。堤防が壊れるのは、浸透だけでなく、越流やパイ

ピングといった別の原因もあるので、越流に対する強度や安全率も考えねばな

りません。 
 現状の河川堤防が、あらゆる場所でいちいちこと細かにこうした安全率を考
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えているわけではありませんが、経験的に１以上の安全率にはなっている（い

た）はずで、工事完了後年数を経て劣化することによりそれが１以下になって

いることが懸念される次第です。 
 「絶対に壊れない堤防」、「一気に壊れないでぐずぐず壊れる堤防」が望まし

い、という議論がなされていますが、それに要する技術・工法、費用を明らか

にすることができるでしょうか。そして、それを河川全線に適用することが、

政府や社会に認められるかどうかが問われるでしょう。 
 
 なお、基本高水流量を決めるときには、「安全率」という概念を陽には用いて

いません。まず、計画規模を 200 年確率とか 100 年確率という尺度で、大枠の

安全性を決めていることになります。そしてその予め決めた確率年の雨量に対

して、種々の降雨パタンを想定して、基本高水群を求め、そのなかでの平均値

（大雑把に 50％のカバー率と見なせる）が、上記のＡにほぼ相当すると考えら

れます。河川整備の技術指針にカバー率 50%以上をとることとしてあるのは、

安全率を１以上にとる、ということとほぼ同じ考え方だと言えます。「安全率」

という概念を陽には用いていませんが、それと似たような考え方が使われてい

るのです。 
 
８．災害対策基本法と公助・共助・自助 
 
 災害対策基本法によれば、防災は、市町村の責任で行われねばなりません。

府県や国は法的にはそれを助ける立場です。流域委員会の中で一度発言しまし

たように、河川の場合は、上流から河口に至るまでいくつもの市町村を貫いて

流れるので、国や府県がある程度、面倒を見てくれます。 
 すなわち、一級河川の整備は国による公助、二級河川の整備は府県による公

助になります。したがって、河川全線にわたって国や府県が河川の流量・水位

を下げてくれることが、沿川の各市町村にとって共通の最も効果的な公助の発

揮の仕方であり、ダムはこの観点からは最も有効な手段であると言えます。 
 国と府県の公助部分が減れば、市町村の公助の割合が増大し、市町村の財政

を圧迫します。市長さん、町長さんや村長さんが、国や府県に治水を要望する

のはもっともなことです。この負担が減れば、その分、高齢化する市町村の福

祉や環境整備、防災面での共助・自助に予算が回せるのです。 
 こうした便益は、陽には計量されないことが多いのですが、実は今一度見直

すべき大変重要なことだと思っています。 
                              （以上） 
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余野川ダムは、なぜいらない？ 

～河川管理者はダムの操作に本気を見せて～ 

尼崎市 細川 ゆう子 

 

 猪名川には、支流一庫大路次川に一庫ダムがある。河川整備計画原案では「一庫ダムの放

流量を 345m3/S とした上で、（狭窄部の）流下能力を 1700m3/S とし」狭窄部の開削後、下流

河川の改修量を、余野川ダムを建設するケース、建設しないケースで検討している。「狭窄

部を開削するために必要な下流河川整備の事業費を、余野川ダムを建設するケースと、しな

いケースで比較したところ、ダムを建設しないケースが優位となった。」と結論している。 

 第一次流域委員会のダムワーキングでは、ひたすら狭窄部上流、多田地区の浸水被害解消

の検討をした。そのときの検討では狭窄部の開削規模が、1100m3/S であった。また一庫ダ

ムの放流量は、現在の操作規則 150m3/S と、2２0m3/S についてしか検討しなかった。当時

の検討では、既往最大の洪水で、どのように対策しても多田地区の浸水被害が解消されない

ために、既往第二位（昭和 58 年 9 月洪水）を目標洪水とした。余野川ダムは狭窄部より下

流で本川に合流するため、ダムワーキングリーダーは「余野川ダムは、上流には不要、下流

には無用」と酷評した。 

 一庫ダムの操作規則には、因縁がある。運用開始時の操作規則では「100 年に一回程度の

確率で発生する規模の降雨によってダム貯水池に流入する 1320m3/S のうち、670 m3/S を貯

留し、650m3/S を放流すること」としていた。しかし、運用開始直後の昭和 58 年 9 月に、

操作規則どおりに放流したために、狭窄部上流多田地区で深刻な浸水被害が発生した。多田

地区の住民は「ダムができると水害がなくなると聞いていたのに、上流から波が立ち上がる

ように襲ってきた。ダムのせいで、急に水が来て被害が大きくなった」と恨む人も多いと聞

く。住民の認識が正しいかどうかはわからないが、ダムの放流量に、狭窄部の流下能力が追

いつかなかったことは間違いない。それゆえ、一庫ダムは 650m3/S の放流能力を持つのに、

150 m3/S しか放流できないでいる。開削により放流量を増やし既往最大まで浸水被害を解

消できると言う。下流住民としては、開削量が増えたことには不安が残るが、よいことだと

思う。一庫ダムもやっと本来の能力を発揮できるのだ。 

 一方で、2004 年の台風 23 号の時には、こんな出来事があった。円山川・由良川で深刻な

被害が発生した 23 号だが、猪名川も狭窄部上流で道路が冠水した。当時の猪名川河川事務

所長は、降雨のピークは過ぎたと判断。一庫ダムの放流量を１１m3/S まで絞り、多田地区

の浸水被害の拡大を食い止めたという。また、観光バスが立ち往生した緊迫した映像が記憶

に新しい由良川上流の大野ダムでは、バスの乗客を救うため、サーチャージ水位ぎりぎりま

で放流量を抑えたと報道されていた。洪水のその時、現場の判断はこうあるべきだ。 
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 今回の原案はどうだろう。広い淀川水系が、どこも大雨という状況は考えにくい。降雨は

どこかに集中する。集中豪雨の最中なら、一定の放流をしつつ湛水しなければならない。降

雨の先が見え下流が危険な状態なら、放流量をぎりぎりまで絞ることもするべきだし、まし

て降雨がさほどでない別の支川なら、放流量を操作規則どおりに流さなくてもいいはずだ。 

 原案のなかでも、一番謎は天ヶ瀬ダムだ。天ヶ瀬ダムは、琵琶湖の後期放流のために、再

開発し放流能力を上げる。琵琶湖の後期放流のためなのに、下流淀川が計画高水位を超えよ

うという時に、なぜ増えた放流能力めいっぱいの 1140 m3/S 放流し続けなければならないの

か。他の支川のダムも、操作規則どおりに放流すべきではないはずだ。ダムにはゲートがあ

るのだから、もっと柔軟に洪水に対応してほしい。何も考えずに操作規則どおりにダムの放

流をするなら、機械にさせればいい。人はいらない。「計画高水位を 17cm 超えることが大問

題だ」と言うくせに、河川管理者は本気で超えさせない努力をしているのか。数値にこだわ

って、心を失っていないか？川の水位を下げるために、既設のダムの能力を最大限使うべき

だ。洪水ごとに、もっと決め細やかな対応を考えてほしい。今あるダムで水位を下げる努力

をせいいっぱいしてから、新規のダムが必要かを検討するべきではないか。まるで、ダムの

口実がほしいがために、ダムの放流量を増やし水位を上げていると取られかねないシミュレ

ーションは、やり直した方がいい。 

 「既設ダムの放流操作を見直して計画高水位を超えなくなれば、ダムをつくる理由がなく

なる」と思って言うのではない。去年の二次委員会は、既設ダムのフォローアップもしてい

るのに、今年は別の委員会を立ち上げて、流域委員会にフォローアップをさせないと聞いた。

「新たな川づくり」を目指した淀川水系流域委員会の考え方で、既設ダムの運用も考えてほ

しいのに。一庫ダムのように、能力が十分発揮できないダムをどうすればもっと有効に使え

るのか。既設ダムを連携させて最大限水位低減効果のある放流操作をすることも可能なはず

だ。 

 レビュー委員会で、河川管理者は「流域委員会の議論に積極的に参加できなかった」と反

省したではないか。三次委員会を立ち上げる時「これからは積極的に議論に参加する」と抱

負を述べたではないか。今あなたがたが無口なのは、住民を守るために最善を尽くすという

誇りを失ったからではないのか。流域委員会と共有してきた、水害で人を死なせない、被害

を最小限に食い止めるためにできるだけのことをするという目的を、思い出してほしい。目

的を共有できれば、流域委員会で熱く議論を戦わせることもできる。早く、流量の数あわせ

から卒業してほしい。 
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丹生ダム周辺のクマタカについて 

副島猛 

 
 
丹生ダム建設所のホームページで公表されている 
『丹生ダム周辺におけるイヌワシ・クマタカの繁殖活動について（平成 19 年 5 月 23 日  
http://www.water.go.jp/kansai/niu/html/topics/moukinrui6.html）』 
によると、周辺に生息する 7 つがいのクマタカのここ 12 年間の繁殖状況は次のとおりである。 
 
  平成 6～7 年、4 つがい成功 
  平成 7～8 年、2 つがい成功 
  平成 8～9 年、1 つがい成功 
  平成 9～10 年、4 つがい成功 
  平成 10～11 年、1 つがい成功 
  平成 11～12 年、3 つがい成功 
  平成 12～13 年、3 つがい成功 
  平成 13～14 年、2 つがい成功 
  平成 14～15 年、1 つがい成功 
  平成 15～16 年、2 つがい成功 
  平成 16～17 年、1 つがい成功 
  平成 17～18 年、0 つがい成功 
 
これによると、当初は 4 つがいの繁殖も可能であったが、最近の 5 年間では最大でも 2 つがいしか成功

しておらず、平成 17～18 年にはとうとう繁殖はすべて失敗するという、危機的な状況に陥ってしまっ

ている。本来ならば、すぐにでも積極的な保護に乗り出さなければならないところである。 
 
ダム周辺の工事用道路工事が着手されたのは平成 7 年 3 月のことであり、『丹生ダム建設事業について

（第 71 回委員会 河川管理者提供資料 1-4）』には、「道路工事による一時的な繁殖率の低下が考えられ

る」と記されているので、これはある程度、予測されていた事態かもしれない。しかし、繁殖率のここ

までの低下（0）が予測されていたであろうか? さらに本格的な工事が着手されれば、どのようなこと

になるであろうか? 
 
「モニタリングによる状況把握」は状況に応じた臨機応変な計画の変更・中止を伴なってこそ意味のあ

るものであり、『丹生ダム建設に伴う自然環境への影響について（第 64 回委員会 河川管理者提供資料

1-5-2）』においても、「繁殖状況に応じて道路工事工程の調整を行う」と唱われている。現状ではそれが

なされているとは思い難い。 
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2008.2.8 
誤解しています・「宇治川改修が如何に緊急であるか」ということを。 
 

                              守山市勝部 

永末 博幸 

私は元河川管理者ですが、淀川流域委員会における琵琶湖、瀬田川、宇治川筋の一

連の治水に対する意見や議論を傍聴していて感じるのは、この一連の治水について 

かなり誤解がある中で議論されているのではないかということです。 

以下、私の意見を述べさせていただきます。失礼の段は、ご容赦ください。 

 

１． 宇治川は安全なのか 

宇治川筋の皆さんは、平成７年５月洪水のことを覚えておられるでしょうか。 

琵琶湖開発事業が平成４年３月に終わり、長年の懸案であった洗堰の操作規則が制

定された後の最初の洪水でした。 

あの時、宇治川の洪水はほぼ堤防満杯状態で流れたようですが、宇治川筋にはほと

んど被害も出ずに終わり結果的には何ら問題はなかったため、大した洪水ではなかっ

たと思っておられるのでしょうね。 

 

私は、当時は、前年に琵琶湖が－1.23ｍという大渇水のあった翌年の洪水で、琵琶

湖水位が＋93cm までにも上がった洪水として、また琵琶湖周辺の排水ポンプ場のすべ

てが運転した最初の洪水として承知していました。が、宇治川筋のことはほとんど知

りませんでした。 

一昨年、ある機会に、この洪水のときの洗堰と天ヶ瀬ダムとの連携操作のことや宇

治川での状況を知り、また当時の国交省関係者からこのときの様子を聞くに及び事の

重大さを改めて知りました。 

 

そのときの話によれば、５月というのに琵琶湖の水位が降雨でどんどん上昇し、洗

堰は操作規則では当然全開操作をしなければならないのですが、国交省は琵琶湖開発

事業に見合った宇治川改修、すなわち瀬田川疎通能力に見合った宇治川が出来ていな

いために、宇治川の安全が心配で洗堰の全開操作を躊躇されたようです。 

しかし琵琶湖水位はますます上昇し、いつまでも全開操作を見合わせる訳にもいか

ず、宇治川堤防の両岸に職員を何人も配置して河川の状況を監視しながら、洗堰を全

開しかつて経験したことのない流量を放流したようです。 

天ヶ瀬ダムは、操作の初期はダムからの放流量を少しでも小さくできないかと調節

したようですが、所詮、琵琶湖の洪水を調節するなんて無理なので流入量をそのまま
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放流したのだが、天ヶ瀬ダムにとっても初めての大きな放流量だったようです。 

 

宇治川には 1000m3/s を少し越える程度の流量が流れたようですが、堤防から手が洗

えるほどに満杯で川幅いっぱいに流れるその様は、はじめて見る光景でまことに壮観

であった。と同時に、とてつもなく怖くなったと当時の関係者は語っておられました。 

 

幸いにして、宇治川の水位もそれ以上には上がらなくて何とか乗り切れたというこ

とですが、これは琵琶湖の水位が＋93cm で止まったからでした。 

私は、この話を伺っていて、あの時そんなことがあったのか、でも無事に済んでよ

かったなあという安堵した思いと、琵琶湖開発事業が完了してもう 15 年も経つという

のに未だにこんな状態が続いているのか、本当にこんな事でよいのかとつくづく思っ

たものでした。 

 

考えてもみてください。 

本格的な長雨のシーズンがきて琵琶湖の水位がどんどん上昇し、もし琵琶湖の水位

が＋100cm を越え、HWL の+140cm になり、また明治 29 年洪水が再現して+250cm になっ

たときのことを。 

私などは、想像しただけでゾッとします。 

このとき洗堰はどのような操作をするのか、天ヶ瀬ダムの洪水調節容量はどこまで

減るのか、上下流からどのような苦情や悲鳴が殺到してくるのか、上下流にどのよう

な被害が出るのだろうかと考えたとき、更に、１週間も２週間も続く長い琵琶湖の後

期放流時に大戸川流域に激しい雨が降りはしないだろうかと。 

そんなことを考えると、もう夜も眠れなくなります。 

ただただ、琵琶湖流域に大きな雨が降らないこと、琵琶湖の水位が上がらないこと、

そしてこのようなときに大戸川流域に少しでも雨が降らないことを祈るほかありませ

ん。今時点では、それしか救われる方法がないからです。 

 

２．計画の一貫性はどうなっているのか 

琵琶湖の水位が上昇すればするほど、洗堰が全開である限り琵琶湖からの放流量は

増大し続けます。 

だから琵琶湖総合開発計画では、計画規模洪水に対応した琵琶湖治水のために瀬田

川浚渫をする代わりに、下流の天ヶ瀬ダムや宇治川が支障なく安全であるように、大

戸川ダム建設も含めて計画規模洪水に対応した 1500m3/s 改修計画が決定されたので

す。昭和 47 年のことです。 

この時点では、計画の一貫性は保たれていました。 
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それが今回策定しようとしている「淀川水系河川整備計画」の前身である「淀川水

系工事実施基本計画」です。 

 

この「淀川水系工事実施基本計画」のうち「琵琶湖総合開発事業」に位置づけられ

た治水事業は、その他の諸事業とともに琵琶湖総合開発特別措置法という時限立法の

枠組みの中で実施され、着工から 20 年を経た平成４年３月に完成しました。すなわち、

洗堰から上流区域における瀬田川浚渫は、計画洪水規模に対する疎通能力を持って完

成しているのです。つまり、琵琶湖の水位が上がれば、計画洪水規模に相当する

1500m3/s 見合いの流量は流れるのです。 

しかも琵琶湖の水位が上がらないようにコントロールする術は、現在のところあり

ません。 

 

琵琶湖開発事業が実質的に始まった昭和 47 年からもう 35 年、完成してからも 15

年が経っています。この間、関連する天ヶ瀬ダム再開発事業も、大戸川ダム事業も、

宇治川改修事業も、琵琶湖開発事業の完成年度に向けて完了すべく努力されたとは思

いますが、それぞれに諸事情があって結果的には現状のような状況になっています。 

それどころか、流域委員会ではこれら３事業の必要性の有無についての議論すらな

されている状況です。 

今後の推移如何によっては計画の一貫性が崩れようとしていますが、少なくとも現

時点での上下流のバランスは完全に逆転しており、不正常な状態がもう 15 年も続いて

いるのです。 

 

それなのに、宇治川筋の方達が 1500m3/s 河道は大きすぎるからいらない、もっと小

さい河道にすべきだ、大戸川ダムも要らないという気持ちが、私には分からないので

す。 

これは、宇治川筋の皆さんも宇治川とは全く関係のない他の地域の皆さんと同様に、

宇治川筋の置かれている治水上の問題について承知していないからではないのでしょ

うか。 

もしそういうことを知っていたら、このような危険な考えが出るとは思えないから

です。 

 

私が現役の時代には、今のように何でも情報公開するというのとは違って、なるべ

く住民の方々にいらぬ心配をさせてはならないということから、住民への情報提供は

必要最小限に止めるべきで余り知らせてはならない、民心を安定させることが重要で

あるという考え方でした。 
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住民も、河川改修のことは河川管理者にまかせるからしっかりやってくれという流

れであったように思います。 

情報公開ということからみると、結果的には、住民は知らぬが仏の世界にいたとも

言えます。 

それだけに、河川管理者はプロとして住民の安全は我々が守るという気概と責任を

もって遂行するという気持ちでやっていました。いや、決して今の現役がそうではな

いといっているわけではありません。 

しかしこの気持ちが、時には空回りしたり結果が出なかったりするものだから、住

民からは「河川管理者は何をやっているんだ」、「住民には何も知らせずに勝手にやっ

て、もっと住民のためにやれ」というお叱りや批判がでるようになって、こうした考

え方は河川管理者の思い上がりだという批判にまでなりました。 

最近では、住民に対する情報公開や説明責任が重要視されるようになりました。あ

るいは住民参加型で計画決定すべきであるというシステムが進められようとしていま

す。今回の淀川流域委員会などは、その最たるものです。 

 

しかし宇治川筋のこの問題に限っては、何故だかよく判りませんが、結果的には知

らぬが仏の状態になっているのでしょう。だから、住民の危機感が全く感じられない

のだと思います。 

私は、決して住民の方々の危機感を煽っているわけではありませんので、誤解のな

いようにお願いします。 

 

３．すべてを洗堰操作に頼っていてよいのか 

こうした危機感の無さが事実を知らないということであれば致し方はありませんが、

もしそういう事態が起きた時には「洗堰を絞って放流量を減らせば済むことだ」など

という発想があるとするならば、これは極めて身勝手な、下流エゴと言わねばなりま

せん。 

 

自分のこととして考えてください。 

 

現在においても下流が洪水で危険なときは、たとえ琵琶湖周辺がどんなに浸水して

いようとも洗堰は全閉を含む放流制限をすることになっています。 

滋賀県民は、長年、このことに反対してきました。何故、下流のために自分らが犠

牲にならなければならないんだと。 

しかし平成４年３月、洗堰操作規則協議の段階において河川管理者が滋賀県に対し

て懇切な事情説明を何回も行ったことにより、下流が洪水で危険なときには洗堰全閉
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もやむを得ないと理解されました。滋賀県民にとっては、まさに苦渋の選択です。 

その代わりに、下流の洪水が危機を脱した段階では速やかに洗堰を全開することが

条件とされました。当然のことです。 

 

しかしながら、これまでに流域委員会などに提出された意見や流域委員会での審議

から下流論理を推量すると、「下流の洪水は終わったが、洗堰を全開されると下流が危

ないので洗堰は下流に支障のないように絞って出すべきである」、さらに付け加えると

「どうせ琵琶湖の浸水するところは田んぼじゃないか」、また「もともとそんな浸水す

るようなところに家は建てるべきではない、今後はもっと土地利用の規制をするなど

総合治水を進めるべきだ」などと言っているのです。 

 

どう思われますか、この主張を。 

これほど身勝手な考え方がありますか。もう、いい加減にして欲しいです。 

 

琵琶湖の後期放流は、ご存じのように１週間も２週間も続くことがあります。 

宇治川は、この間ずっと洪水警戒態勢が続きます。これほど長い洪水警戒態勢が続

く河川は、全国でも宇治川しかありません。しかも通常の洪水においても相当に高い

水位が続くのです。 

ましてや、琵琶湖水位が HWL 近くまであがった時には、1200m3/s 以上は確実に流れ

てきます。 

この長い後期放流の間に、宇治川にとって大きな流域を占める大戸川にちょっとで

もまとまった雨が降れば、それこそ大変な問題が発生します。 

そういうときに対応することが、大戸川ダムの役割の一つでもあります。 

 

このような十分に起こりうる琵琶湖の後期放流においても、当然琵琶湖周辺は大浸

水しているのですがそのときであっても、下流宇治川筋の安全な治水への解決策が常

に洗堰を絞る操作に頼ろうとするような計画は正常な河川整備計画ではなく、このよ

うな発想自体がむしろ異常な論理と言わねばなりません。 

だから、もう 35 年も前になりますが、琵琶湖総合開発事業がスタートする段階にお

いて上下流バランスの取れた河川整備計画について国と上下流府県とが協議し合意の

うえでの計画が決定され、実施されてきたのです。 

残念ながら、下流側は未だ多くの事業が残っていますが、上流側はこうした上下流

バランスの取れた計画に基づいて、少なくとも洗堰から上流区域の事業は完成してい

るのです。 

そのことをもっと認識すべきです。 

957 永末博幸氏

957-5/8



もし仮に、上下流バランスの取れた計画規模以上の、いわゆる超過洪水になった場

合には洗堰を絞ることも勿論あり得るし、恐らく滋賀県民も十分に納得していただけ

るでしょう。 

上下流の住民のそれぞれが相手の立場に立ってはじめて、解決の道が開かれるもの

と思っています。 

 

４．良いのでしょうか、宇治川筋が戦後最大洪水対象で 

ところで、今回策定の河川整備計画の対象洪水について、いつの頃から「戦後最大

洪水でなければならない」といった議論が展開されるようになったのだろうか。 
 
対象洪水をどのように設定するかという議論があったとすれば、淀川の治水の歴史

から考えると、恐らく「２０年、３０年先には現在河川整備が遅れている地区でも、

せめて、少なくとも戦後最大洪水くらいは安全にしたいね」ということだったのでは

ないだろうか。 
 
そして、戦後最大洪水が起きたときに各河川がどのような状況になるかの実態を検

証するために、戦後最大洪水を再現する諸計算がシミュレーションされ、その結果に

ついて議論されていったのでしょう。 
検証においては、戦後最大洪水の再現性に問題はないか、どのような対策があるか、

これまでの対策計画でよいかといった検討や議論が繰り返されたことだろうと思いま

す。 
そうした作業を進めていくうちに段々と錯覚してきて、当初の目標であった「遅れ

ているところでも、せめて戦後最大洪水くらいは安全に・・」という課題が、「対象洪

水は戦後最大洪水を・・」というようになり、最近の宇治川筋の議論を聞いていると

「対象洪水は戦後最大洪水なのに、何故それ以上に大きい計画規模の洪水を対象にす

るのか、おかしいのではないか」というような意見になっているように感じられます。 
つまり、流域委員会では、宇治川筋の住民も含めて宇治川筋の安全度が段々と低下

していく方向の議論に進んでいっているのではないかと私には思えて、とっても心配

です。 
こんなことで、本当に良いのでしょうか。 
 
前述したように琵琶湖、瀬田川、宇治川筋では、今から 35 年も前に琵琶湖総合開

発という近畿圏にとって悲願であったばかりでなく我が国にとっても極めて重要な大

プロジェクトが関係者の合意を得て始まり、既に 15 年前には完成しているという歴

史的事実があります。 
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河川整備も上下流バランスの取れた計画洪水規模により諸事業が進められてきてお

り、洗堰から上流側は既に計画規模で完成しているのです。 
 
私は、今回策定する淀川河川整備計画は、宇治川筋では既に上下流のバランスが逆

転しているので、少なくとも宇治川筋については計画洪水規模を対象にしない限り宇

治川筋の安全性に必ず問題が起きると思っています。 
 
もう一言言わせて頂くと、淀川のような極めて重要な河川が今後 30 年先の目標と

して戦後最大洪水を掲げることが、そもそも如何にも過小な目標であると私は思って

います。 
戦後最大洪水といえば戦後 60 年以上を経過している訳ですからかなり大きな洪水

と思うかも知れませんが、同じような規模の洪水が何回も発生しているので戦後最大

洪水といえども工学的な評価としては決して大きくはないのです。 
やはり、「せめて、戦後最大洪水くらいは・・」なんです。 
淀川流域委員会がある時期に、戦後最大洪水に拘った意図を私は感じています。 
 

５．考えよう・住民参加型による計画策定 

最近、今回の淀川流域委員会に代表されるように住民参加型によって計画を決めよ

うとする動きが大きくなってきています。 

それはそれで結構ですが、ただこのシステムには大きな課題があります。 

それは、このシステムに参加される方が自分の意見だけを押し通そうとすれば、そ

の人の声が余程大きいか、余程の権力を持っているか、余程弁が立つか、いずれにせ

よ参加されている他の人が黙ってしまう以外には纏まらないということです。 

 

淀川流域委員会におけるこの６年間の審議状況を見ていて感じることは、決して成

熟した委員会にはなっていないということです。 

ある意図を持って、その方向に何が何でも持って行こうとする言動が目につくから

です。 

私には、河川管理者が委員会への、特に最近では一般傍聴者も含めて単なる検討資

料提供者だけの役割しかしていないのではないかとさえ思えてなりません。 

これは河川管理者にも責任があるかも知れません。 

委員会のスタート時点から、河川管理者の立場は「学識経験者の意見をお聞きする」

というスタンスで始められ、それに徹してきたように思えるからです。 

 

しかし、責任を持って計画を決め事業を執行するのは、河川管理者です。 
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もっと土木行政のプロである河川管理者と真摯に対峙しプロの経験を充分に生かす

方向で、アマチュアの目から見た問題点の指摘やアイデアの提供、更には河川管理者

がアマチュア的な土木行政以外の専門分野のプロ達からの知見を織り込みながら、計

画を作り上げていくような、そんな協働作業をする関係でなければ決していい計画は

できないと思うし、そのようなやり方で進められない限り住民参加型による計画決定

のシステムは必ず失敗すると私は確信しています。 

河川管理のことを知らずに、ただ生起した結果のデータ分析だけで、すなわち結果

論の分析だけで計画を決めようとするのは、まさに机上の空論の恐れがあることを知

るべきです。 

 

余計なことも申しましたが、いずれにせよ、一般傍聴者も含めてこのシステムに参

加されるすべての方が、相手の意見をよく聞き、尊重し合いながら、また意見の調整

を考えながら議論を進めていくことでなければ、このシステムは成り立ちません。 

しかも、そのときの考え方の根底になければならないことは、公共への福祉です。 

公共への福祉を優先的に考えられなければ、このシステムに参加する資格はないと

私は思います。 

以上 
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淀川水系流域委員会殿 
   （丹生ダム・川上ダム） 河川管理者への３つの質問 
                               平成２０年２月６日 

                          「関西のダムと水道を考える会」 
                             （代表）野村東洋夫 
私達は先日、次頁に添付しました３つの質問を近畿地方整備局に送りました。 
 
［質問１］は丹生ダム（Ｂ案）に関するもので、4050 万 m3 の異常渇水対策容量をダムで

はなく琵琶湖に確保する考え方について、これまでに河川管理者が説明していない部分が

あり、その一つがこの 4050 万 m3 の「温存法」です。 
河川管理者はこの水量の琵琶湖貯留により湖水位が７cm 上昇するとしていますから、洪水

期の始まる６月１６日時点での制限水位を従来のBSL－20cmからBSL－13cmに引上げる

ことになるであろうことは容易に想像できますが、問題はその先です。つまり「今年は異

常渇水ではない」ことが明らかになる時期まで、この水量を不用意に放流することなく琵

琶湖に大切に残して置かねばならない訳ですが、これを具体的にどのような方法で行うの

でしょうか。６月、７月の梅雨期に然るべき雨量があれば余り問題にならないでしょうが、

「空梅雨」の年において、更にその後の８月～１０月に台風による降雨が無い場合に異常

渇水となる可能性が大きくなる訳ですから、瀬田川洗堰操作規則を改定し、4050 万 m3 の

放流方法をしっかり定めて置くなどの必要があるものと思われます。 
 
［質問２］は高山ダムの堆砂掘削に関するものです。 
これまでの河川管理者の説明によれば、ダム貯水池の水位を下げることで露出する部分に

対して、掘削機械で直接掘削し、土砂はダンプカーで搬出しようという訳ですが、この方

法の場合は露出しない湖底部分に堆積した土砂や、法面は露出しても湖底が水没している

部分の法面に堆積した土砂は除去出来ないため、浚渫を行わない場合はこれらの部位での

堆砂が確実に進行することになり、その結果、治水容量・利水容量・不特定容量の減少を

来たし、このことがこのダムの耐用年数を決めることになるものと思われます。 
［質問２］の１）と２）では、川上ダム長寿命化容量により 3.6m の水位低下を図る場合と 
そうでない場合との耐用年数にどのような違いが出るのかを問うています。 
 
［質問３］は「残土処分」に関するものです。 
掘削により発生する土砂の処分について河川管理者は、これまで何一つ説明していません

が、特に高山ダムの場合はその処分量が相当大きくなるものと思われます。この残土を全

て大阪湾にまで運んで埋め立てに使うのか、或いは木津川の河川敷に野積みして洪水の力

で押し流すのかなど、具体的な処理法を問うています。 
       。。     。。     。。     。。 

956 関西のダムと水道を考える会 野村東洋夫氏

956－ 1／2



 
近畿地方整備局殿 
                             平成２０年１月３１日 
                          「関西のダムと水道を考える会」 
                             （代表）野村東洋夫 
下記の３つの質問をさせて頂きます。 
ご多用中恐れ入りますが、次のどちらかの方法で文書にてご回答願います。 
１）２月７日中に私宛にお送り頂く 
２）２月１１日の淀川水系域委員会の配布資料として頂く 

      。。     。。     。。     。。 
 
［質問１］（丹生ダム・異常渇水対策容量） 
 
丹生ダム（Ｂ案）では異常渇水対策のための４０５０万ｍ３を琵琶湖に貯めるとしていま

す。この場合、この水量を、その年が異常渇水でないと判明する時期まで琵琶湖に確実に

温存する必要がありますが、これをどのような手法で行われるのか、具体的にお示し下さ

い。 
 
［質問２］（高山ダムの堆砂掘削） 
 
私達の質問に対するご回答（「別紙-1506」）を見た限りでは、このダムの貯水池水位を洪水

期制限水位から、川上ダム長寿命化容量を利用した堆砂掘削時水位まで 3.6m だけ下げたと

しても、湖底の露出面積が特に増えるようには思われません。そこで次の２点について、

数字を付けて具体的にご回答願います。 
１）水位低下を洪水期制限水位までとして堆砂掘削を行う場合のこのダムの耐用年数 
２）水位低下を堆砂掘削時水位までとして堆砂掘削を行う場合のこのダムの耐用年数 

 
［質問３］（残土処分） 
 
堆砂掘削に伴う残土処分は、高山ダムだけでも相当な量となると思われますが、これの処

分方法を具体的にお示し願います。 
 
                                    （以上） 
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≪ 《 伊賀用水問題を考える 》＝河川管理者回答への反論 ≫ 

                                                                                          2008 年 2 月 8 日 

                                                        「伊賀利水検討グループ」 

                                                                           事務局 浅野隆彦 

 

 〔 はじめに 〕 

 「伊賀利水検討グループ」は専門学者や住民研究者が昨年 8 月後半より集まり、以後 5 ヶ月の

間、現地視察・現地調査・関係者聞き取り・公文書などの情報収集等の精力的な活動を経て、今

年 1 月 25 日に意見論文《 伊賀用水問題を考える 》を発表した。 

 この成果に対する反響は大きく、関係者などからも賛同の声が事務局に寄せられている。伊賀

市水道部職員の一人は、『今後、委員会でどう評価され、どんな意見が纏まるのか、大変楽しみ

にしています。』と語ってくれた。 

 近畿地整はすぐさまアクションを起こし、1月 29日の「審議参考資料１－１」に反論回答を記載し

た。筆者はこんなに素早い回答が「慌てて作られてしまった」と言う印象であった。余りストレスを

感じない、「楽な！」反論が出来そうな内容でしかなかったからである。 

 

 とりあえず、ここに近畿地整の反論回答を示す。 

〔 河川管理者の回答 〕 
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以上のように、その主な反論点は４つあるらしいので、次ページから、その 4 点に分け上から

順に論破していきたいと思う。 

 

〔 大内水位・流量観測所データの怪しさ 〕 

筆者が昨年 9 月、木津川上流河川事務所に申し入れ、木津川上流域 5 観測所の観測データ

を情報提供して貰ったのであるが、この提供においても一悶着があったのである。 

当初、数値が確定している全てのデータを提供するよう求めたのであるが、次のような説明文と

共にデータが送られて来た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 しかし、変である。全てにおいて平成17年度までは確定している筈なのである。また、岩倉は昭

和 44 年頃に建設され、遅くとも 46 年には観測に入っている。大内については、今回の河川整備

計画原案の説明文書中で、昭和 31 年度からの棒線グラフが出ているではないか！？改めて追

加要求すると、岩倉（S47～H17）・佐那具（S44～H17）・荒木（S44～H17）・大内（S31～H17）・依

那古（S44～H17）と出揃ったかに見えた。だが、よくよく見ると大内がおかしい。昭和 31 年から 50

年までが島ヶ原の水位、後に流量観測になるが、その実績に流域面積比を掛けて大内流況を推

定するという「離れ業」をやっていたのである。これを指摘し批判すると、まもなく『昭和 46 年から

50 年については、大内地点実績データが見つかりました。』と差し替えを求めて来たのであった。

しかし、それは意図的なのかどうかは断定出来ないものの、事実上、大内地点実績データではな

く「離れ業データ」なのであった。 

 上に示した説明文の虚しさをつくづく感じさせる経過であって、筆者の机上に 2 種類のデ 

―タがあり、その同一性が歴然としているのだが、未だに気が付いていない様なのである。 

 何故、「離れ業データ」というものが『殆んど意味をなさない』というのか。それを説明しょう。 
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１） 最大の理由は離れているからである。冗談のようであるけれど、離れた位置のものの相関

関係は厳密に調べれば調べるほど、膨大な変量要素が存在することに気が付くだろう。源

流からの流域面積、大内は１７７ｋｍ2 で島ヶ原は５２５ｋｍ2 と見て良いだろう。１：３の面積

比率となる。島ヶ原は大内と共通する要素は１７７ｋｍ2 分だけであり、３４８ｋｍ2 というそれ

以外の 2 倍の流域に大内とは異なる流出要素をもっている。大内から岩倉間の流出要素の

大きい特徴は、上野盆地（古琵琶湖断層湖盆）の中長期的保水があるものの岩倉から島ヶ

原間では急峻山地の短期的保水の要素が大きく、大内から上流の概して中長期的保水に

比して、河川流量が面積比に単純化できない要素がある訳で、様々の変量要素を調査・研

究し明らかにしていかねば、軽々に扱えないものである。 

 

２） 変量要素の内の特殊なものを挙げて見よう。河底からの湧水、旧河道への逃げ水、水利に

よる下流後背地への排水、流域外からの流入、流域外への流出など数多くある筈である。

大内観測所などは水利による下流後背地への排水によって、役立たずであり「大欠陥デー

タを生む」水位・流量観測所であるとしか言えないのである。 

 

３） 下流観測所との流域面積比で上流地点の流況を推定することに問題がないとするのであ

れば、木津川上流に多くの水位・流量観測所を設けるのは何の為か？ 

 

４） ２つめの反論がちゃんと整理されていないので、もう一度、意見論文《 伊賀用水問題を考

える 》をよく読んで、本来の流況が示されていない「大内観測実績流況データ」の欠陥原因

を良く把握する必要があるだろう。「渇水流出量の検討と水収支検討」を行った三重県の調

査・報告書に出ているように、基底流量を最低の０．００９ｍ3/ｓ/ｋｍ2 を適用した渇水時の、

代掻き期における「守田機械用水」取水後の河川残流量は０．３８５ｍ3/ｓとなっている。こ

の三重県の調査は古いので、青蓮寺用水に関わる還元排水が反映されていない極みがあ

るので、今年は詳細な流況調査をやらねばならないだろう。（流域外からの流入） 

 

５） 河川維持流量が大内地点で０．７４ｍ3/ｓとされているが、この地点で何故０．７４ｍ3/ｓなの

か？この明確な根拠を示さなくてはならない。何故０．３ｍ3/ｓでいけないのかを詳細に説明

しなければならない。 

 

６） 大内地点の直後に大内排水樋門があり、大内集落などの還元排水、青蓮寺用水の還元排

水などが流れ込んでいる。直に岩根川が合流する。樋門まで２ｍ、岩根川まで２００ｍほど

であり、河川維持流量たるものが大渇水年の内、たった一日、僅かの量足りないと言って生

息動物にどう影響するものか、根拠ある説明がなされねばならない。 

 

７） 水道事業は再々断水する事がないよう計画しなければならない。しかし、水は自然の恵み

であり大渇水の時が有るかも知れない。特に表流水だけに頼っていると、そういう時に大変

困る事態になる。伊賀市水道部もその事を意識し始めている。既設の水源の小容量のもの
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は廃止するも、それなりに使用に支障がないものは従来どおりに稼働させたり、いざという

時の為の予備水源とする計画である。大渇水時に自流水取水で減量やむなしの時に備え、

予備水源などとの連携により大断水にならないよう対処して行く事になるので、「自流水取

水条件の厳格過ぎない対応」を河川管理者に求めたいものである。 

 

８） まず、木津川自流水取水がどれだけ可能なのか、この点を念入りに検討せねばなるまい。

しかし、相当の量が可能であることは我々には分かって来た。殆んど、全量０．３５８ｍ3/ｓ

が可能というのが、筆者の意見である。下記に岩倉水位・流量観測所の流況年表を示し、

感じて頂く事にする。 

 

木津川上流の流況（岩倉水位・流量観測所） 

 

 

西暦年 

豊水流量 

（９５日流量） 

   ｛ｍ３/S｝ 

平水流量 

（１８５日流量） 

   ｛ｍ３/S｝ 

低水流量 

（２７５日流量）

   ｛ｍ３/S｝

渇水流量 

（３５５日流量）

   ｛ｍ３/S｝

年平均流量 

 

   ｛ｍ３/S｝ 

１９７２ １０．０ ７．７ ６．５ ４．６ ９．６ 

１９７３ １０．４０ ７．６４ ４．９１ ３．９８ ９．８３ 

１９７４ １４．９６ ８．６９ ５．８５ ２．０５ １６．２０ 

１９７５ ３．５３ ２．６８ １．７６ ０．７０ ３．７６ 

１９７６ １９．１８ １０．９４ ７．７０ ５．６４ ２２．７５ 

１９７７ １３．７７ ６．８８ ４．４２ １．６６ １４．２０ 

１９７８ ６．０２ ４．３６ ２．８５ ０．５５ ５．９８ 

１９７９ １１．２０ ７．２２ ４．８６ １．３０ １２．７５ 

１９８０ １９．７３ １２．０５ ８．６４ ５．４６ １９．７９ 

１９８１ １５．２４ ９．７８ ６．５６ ４．５０ １５．１１ 

１９８２ １５．１６ ７．６８ ４．３４ １．１１ １８．３６ 

１９８３ １３．３３ ８．０７ ４．８２ １．６４ １４．６０ 

１９８４ 欠測 欠測 欠測 欠測 欠測 

１９８５ １２．２８ ７．２２ ４．５１ １．６８ １４．０９ 

１９８６ １２．１６ ５．９９ ３．５２ ２．６４ １４．４６ 

１９８７ ８．８２ ４．９６ ３．６３ ０．３８ （８．９８） 

１９８８ １４．７４ ８．１４ ５．０４ ２．７０ １８．２４ 

１９８９ ２１．７５ １０．７２ ６．５９ ３．１６ ２１．６２ 

１９９０ １７．５５ １０．６５ ５．１３ １．３３ ２０．６１ 

１９９１ ２１．２７ １４．１６ ８．５１ ５．１１ ２１．２０ 

１９９２ １５．５２ ９．１２ ６．７９ ４．５７ １６．６０ 

１９９３ １８．４２ １０．１２ ６．９１ ２．７３ ２２．６９ 
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１９９４ ７．５０ ５．３８ ３．７０ １．００ （１０．６１） 

１９９５ １１．４８ ５．７８ ３．６２ ２．７１ １５．１２ 

１９９６ ８．２７ ５．８３ ３．０８ ０．９６ ７．７４ 

１９９７ １２．４７ ６．７６ ４．４２ ３．３３ １６．１０ 

１９９８ ２６．６０ １５．１２ ９．６３ ６．３３ ２３．９６ 

１９９９ １３．２８ ８．７１ ５．７９ ４．３９ １５．５９ 

２０００ １１．０８ ６．５６ ４．９６ ３．９１ １１．２８ 

２００１ １３．２６ ８．５０ ５．８８ ３．１９ １４．５５ 

２００２ ９．６１ ６．５６ ５．０３ ３．２９ ９．６２ 

２００３ １７．９９ １２．２２ ９．５５ ６．４８ １８．５５ 

２００４ １８．０１ １０．６２ ６．５１ ３．６３ １９．０９ 

２００５ ９．９３ ６．８４ ３．８１ ０．７７ ９．０９ 

 

1987 年を除き、20 年間において大渇水流量はなく、０．３５８ｍ3/ｓの取水可だ。 

新規需要と言えども、今日明日の話でなく段階的に増やして行く計画である。総合的に今後の見

直しを続け、取水方法についてのより良い方向を検討し、伊賀市民の福祉利益を第一に考えた

結果を出すべきであり、河川管理者は虚心坦懐で「奉仕・協力」を惜しまないようにして貰いた

い。 
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                       ２００８年２月７日 

淀川水系流域委員会様 

                       宇治・世界遺産を守る会 

                       薮田秀雄 

 

   原案審議に関する質問と意見 

 

質問１ 宇治残流域の流出量について 

第 70 回委員会審議資料 1－1 スライド４で「大洪水時、宇治残流域は２４ 

０㎥／ｓではないのか？に対して宇治残流域は２４０㎥／ｓであるとの回答を

得ている」（千代延委員）との発言があったので、「これまで河川管理者が天ヶ

瀬ダム下流の残流域の流出量は３００㎥／ｓであると説明してきたことと異な

る。これまで残流域の流出量を３００㎥／ｓとしてきた根拠および今回の２４

０㎥／ｓの根拠について明確に説明してください。」（質問受付番号 １５０８）

と質問したところ、河川管理者の回答は「第 70 回委員会審議資料 1－1 スラ

イド４で示されている『宇治残流域は２４０㎥／ｓではないのか？』というこ

とに関しては、流出計算上の結果として宇治残流域からの流出量を 10m3/s 単

位で委員にお示ししたものを指されております。なお、一般的には対象流量が

1,000m3/s 以上の河川においては、河道の計画流量に用いる数値は 100m3/s 単

位で設定しており、天ヶ瀬ダム下流から山科川合流点までの一連区間における

計画高水流量としては、天ヶ瀬ダム放流量に宇治発電所放流量及び宇治残留域

からの流量を加え、1,500m3/s となります。」です。 

このようにすれ違った回答は不要です。質問は天ヶ瀬ダム下流から山科川合 

流点上流までの間の残流域からの流出量をこれまで３００㎥／ｓとしてきた根

拠、今回２４０㎥／ｓとした根拠（計算式と使用された数値）は何かというこ

とを明らかにして残流域からの流出量について検討すべきでしょう。 

  

質問２ 宇治残流域の流出量について 

 昭和２８年台風１３号台風の洪水が発生した場合、別紙―５８４で流入支川

合計（天ヶ瀬ダム下流の残流域）２２０㎥／ｓと記しています。一方で、天ヶ

瀬ダム下流の残流域からの流出量を、これまで３００㎥／ｓ、今回２４０㎥／

ｓと言っていることの整合性はどこにあるのか、明らかにして検討すべきでし

ょう。 

 

質問３ 琵琶湖後期放流・天ヶ瀬ダム放流に関して 

「図４ 琵琶湖水位の時間変化比較（昭和３６年６月洪水のシミュレーショ

ン）」（第６７回委員会審議資料１－３－５天ヶ瀬ダム再開発事業についての図

４、第７０回委員会１－１スライド５）に対応した瀬田川洗堰地点および天ヶ

瀬ダム地点のハイドログラフ（整備後）を求めたところ第７１回参考委員会審

議参考資料１－２ 別紙―１５０９にハイドログラフが掲載されています。 
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そこで質問ですが、第６７回委員会資料では６月２６日１２時に瀬田川洗堰

を全開放流しているのに７１回委員会資料では瀬田川洗堰の流量の流量急上昇

＝全開は２７日１２時頃であるのはなぜなのか。 

 また天ヶ瀬ダムでは９６０㎥／ｓ程度まで上げていた放流量を２６日１２

時頃に急激に４５０㎥／ｓまで下げるのはなぜか。また６月２７日４時頃に放

流を増加させて１３３０ないし１，２００㎥／ｓまで増加させるのはなぜか。 

この操作を変えれば、天ヶ瀬ダムの放流を１２００㎥／ｓ以下に抑制するこ

とができると考えられますがどうなのか。 

以上を明らかにして、下流に負担の少ない放流を検討すべきでしょう。 

 

質問４  原案では塔の島地区で昭和２８年台風１３号洪水を計画高水位以

下で流下できても、１５００㎥／ｓの流下能力は確保できないことについて 

 第７０回委員会「補足資料その２ 洪水規模と宇治川改修の関係について」

に対する質問受付番号１５１０に対する回答が第７１回委員会審議参考資料１

－１質問・回答集ｐ９に掲載されています。  

 「宇治川の水位は下流の三川合流部における水位の影響を大きく受けま

す。・・・三川合流部の水位が低い条件では宇治川の計画高水位以下で 1,500m3/S

を流すことができることに対して、淀川水位が計画高水流量である 12,000m3/s 

流下時においては宇治川で 1,500m3/sの流下能力が確保できていないことを示

しております。・・・上記をまとめますと、宇治川では原案に記載されている塔

の島地区の河道整備後において、昭和 28 年台風 13 号×1.0 倍洪水を計画高水

位以下で流すことができます。ただし、塔の島地区の河道整備実施後において

も、当該区間の流下能力としては 1,500m3/sを確保できていません。これは下

流淀川水位が計画高水位である 12,000m3/s流下時のように高い水位の場合に

塔の島地区で 1,500m3/sの流下能力が確保できていないということを意味して

おり、将来的に実施する淀川本川及び宇治橋下流の河床掘削による宇治川の水

位低下によって、塔の島地区において計画高水流量の 1,500m3/sを計画高水位

以下で流下させることが出来るようになります。」と記しています。 

 

①「原案に記載されている塔の島地区の河道整備後において、昭和 28 年台風

13 号×1.0 倍洪水を計画高水位以下で流すことができる。」としながら「ただし、

塔の島地区の河道整備実施後においても、当該区間の流下能力としては

1,500m3/s を確保できていません。」という記述は、塔の島地区において、昭和

２８年台風１３号×１．０倍洪水は、１５００㎥／ｓでないということなのか。

一体いくらの流量なのか。 

②「将来的に実施する淀川本川及ぶ宇治橋下流の河床区掘削」とあるが、「将

来的に実施する」の意味は、河川整備計画期間内のことなのか、計画期間より

後のことなのか。 

③「淀川本川及び宇治橋下流の河床掘削」の内容はなにか。 

以上を明らかにして原案計画を根本から検討すべきでしょう。 
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これまで河川管理者は、「基本方針で宇治地点１／１５０、計画高水流量１５

００㎥／ｓが決められている。」「宇治地点を山科川合流点・天ヶ瀬ダム間の代

表点として位置づける」「天ヶ瀬ダムから山科川合流点までの一連区間において

宇治地点の計画高水流量１５００㎥／ｓに対応した河道計画を策定する。」（１

９年１１月４日塔の島地区河川整備に関する意見交換会）と説明しています。 

一方で、河川管理者は「淀川における洪水調節の考え方」（第６７回委員会審

議資料１－３－３）において「淀川本川の水位を計画高水位以下におさめるた

めに天ヶ瀬ダムの二次調節を行う。」「このため、天ヶ瀬ダムの洪水調節時の放

流量を現況８４０㎥／ｓから１１４０㎥／ｓに増強する。」「天ヶ瀬ダムの洪水

調節容量の有効活用と、さらなる不足分を補うために大戸川ダムを整備する。」

「天ヶ瀬ダムの洪水調節容量時の放流量を１１４０㎥／ｓを小さくした場合、

天ヶ瀬ダムの洪水調節容量を消費することになり、大戸川ダムにより多くの洪

水調節容量を求めることになる。」としている。そして「整備計画における宇治

川の改修」として「・宇治地点の流量は天ヶ瀬ダムからの放流量１１４０㎥／

ｓに宇治発電所、宇治残留域からの流入量を加えたものとなるために、戦後最

大洪水（昭和２８年台風１３号）が発生した時は宇治地点の流量は１５００㎥

／ｓとなる。 ・したがって、宇治川（宇治地点）において流下能力を１５０

０㎥／ｓの増強する改修が必要となり、１／１５０の洪水を安全に流下させる

ことができる。 ・加えて、１５００㎥／ｓの琵琶湖後期放流を行うことがで

きるようになる。」としています。この二つも矛盾した説明ですが、さらにこれ

らの説明と矛盾していると考えますがいかがでしょうか。 

 

天ヶ瀬ダム・・・志津川・白川流入・・・塔の島地区亀石５１．６ｋ・・・  

観流橋上流５１．４ｋ・・観流橋：宇治発電所放流流入・・・朝霧橋上流 ５

１．２ｋ・・・宇治橋上流 ５０．８ｋ・・・ＪＲ宇治川橋梁下流５０．６ｋ・・・ 

関電吐水路流入（菟道）５０．０ｋ・・・・戦川・弥陀次郎川流入・・・山科

川合流点４７．０ｋ。 

 

質問５ 宇治橋下流はすでに１５００㎥／ｓの流下能力がある。塔の島地区は、

戦後最大洪水・昭和２８年台風１３号洪水と昭和３６年６月洪水の琵琶湖後期

放流（天ヶ瀬１２００以下に低減させる）に対応し、塔の島地区の河川環境を

修復し保全するために、改修規模を１２００㎥／ｓ程度の規模にするあらゆる

方策の検討を 
１、河川管理者は淀川水系における洪水調節の変え方」（第６７回委員会審議資

料１－３－３）で「・宇治地点の流量は天ヶ瀬ダムからの放流量１１４０㎥／

ｓに宇治発電所、宇治残留域からの流入量を加えたものとなるために、戦後最

大洪水（昭和２８年台風１３号）が発生した時は宇治地点の流量は１５００㎥

／ｓとなる。・したがって、宇治川（宇治地点）において流下能力を１５００㎥

／ｓの増強する改修が必要となる。」と説明しています。 

河川管理者は、第７０回委員会（H20.1.9）で宇治残流域からの流入量は２ 
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４０㎥／ｓであるとしました（これまでは３００㎥／ｓと説明）。 
河川管理者の説明に従うと、１１４０＋６０＋２４０＝１４４０㎥／ｓとな 

ります。 
山科川合流点上流域（天ヶ瀬ダム下流）の流域は約２７ｋ㎡。宇治橋上流域

は約１６．８ｋ㎡（塔の島地区河川整備に関する意見交換会（Ｈ19.11.4）資料

４）です。宇治残流域からの流入量が単純に流域面積に比例するものとすると、 
宇治橋＝塔の島地区（塔の島地区の宇治発電所放流口から宇治橋までは河川

の流入はありません）の流量は１１４０＋６０＋２４０×１６．８／２７＝１

３４９となります。 
さらに、別紙―５８４では「河川整備状況（現況）において、昭和２８年台 

風１３号の洪水が発生した場合、天ヶ瀬ダム下流の流入支川合計は２２０㎥／

ｓ」としています。 
この数値を用いた場合は、山科川合流点上流１１４０＋６０＋２２０＝１４

２０となります。 
宇治橋＝塔の島地区は、１１４０＋６０＋２２０×１６．８／２７＝１３３

７となります。 
河川管理者の言い分どおり行っても宇治橋＝塔の島地区は昭和２８年台風１ 

３号洪水の場合、１３４０㎥／ｓ程度の流下能力があればよいということにな

り、１５００㎥／ｓ改修の必要性はありません。 
 
２、昭和３６年６月洪水の琵琶湖後期放流に関しては質問３に記しているとお 
り、天ヶ瀬ダムの放流操作の見直しで１２００㎥／ｓ以下の放流への可能性を 
検討すべきであると考えます。 
 
３、塔の島地区の改修規模を１２００㎥／ｓに近づけるための方策 
●現況河道 昭和２８年台風１３号の場合, 
宇治地点のピーク流量は、天ヶ瀬ダム８００＋宇治発電所６０＋天ヶ瀬ダム

下流支川合計２２０＝１０７０㎥／ｓ（別紙―５８４）。＊この場合、天ヶ瀬

ダムの放流量はピークの８４０㎥／ｓになっていません。 
 

●整備後  昭和２８年台風１３号の場合 
宇治橋：塔の島地区＝天ヶ瀬ダムＡ＋宇治発電所Ｂ＋流域流入量Ｃ（１３７）

です。 
 ①天ヶ瀬ダム放流Aを１１４０㎥／ｓから低減するのがポイントですその場

合、どこまで低減できるのか天ヶ瀬ダムの洪水調節容量への影響を検討す

る必要があります。 
②現況河道と同様に時差放流ができないのかの検討も必要です。 
③宇治発電所が、大洪水という非常時に平常時と同じ６０㎥／ｓを放流する

ことは納得できないことであって、関電吐水路でもって宇治橋下流に流す方

法も検討すべきです。 
④宇治橋上流流域の流入量も再度検討すべきです。 
天ヶ瀬ダム１１００＋宇治発電所 ０＋１３８＝１２３８ 
天ヶ瀬ダム１１００＋宇治発電所２０＋１３８＝１２５８ 
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 ●塔の島地区の流下能力 
私たちの要求と委員会の指摘通り、この５年間の天ダム再開発関連の河川工

事によって河積を狭め流下能力を低下させた河川管理施設を撤去すること

によって、１０００㎥／ｓまで流下能力を回復できます。また亀石下流の道

路かさ上げを行えば１１２０㎥／ｓまでになります。 
 

 （塔の島地区河川整備に関する意見交換会（H19.11.4９資料―4『塔の島地

区河川整備について』） 

  対策案 流下能力 
㎥／ｓ 

現況 ８９０ 
対策①締切堤撤去 ９４０ 
対策①＋②宇治右岸（宇治山田護岸）のセットバック １，０３０ 
対策①＋②＋③塔の川導水路管撤去（Ｌ＝130ｍ：水位計ま

で） 
１，０５０ 

対策①＋②＋③＋④亀石下流の道路嵩上げ（右岸） １，１２０ 

 
さらに上記に加えて塔の川の落差工を１ｍ切り下げた場合、流下能力は約

１２２０㎥／ｓになります（受付番号１３９２への回答）。 
 
４、塔の島地区の河川環境を修復・保全しながら１５００㎥／ｓ以上を流下さ

せる方策として流下能力不足分３００㎥／ｓ程度を塔の島地区を迂回するバイ

パストンネルで流下させる方策も検討すべきです。 
塔の島地区バイパストンネル案は、塔の島地区河川整備検討委員会において

小林寛明委員が提案され、また市民からも提案があったものです。 
 
質問６ 河川環境の修復について 
①河積を狭め、河川環境を悪化させた塔の川締切堤、導水管、亀石遊歩道の撤

去が必要です。塔の川締切堤撤去によって導水管は無用の長物となります。

河川環境の修復を考えた場合、天ヶ瀬吊橋までの間の完全撤去が必要と考え

ますが、ご検討ください。 
②亀石の保全について 

塔の島地区において原案通りの河床掘削を行った場合、水位が約１ｍ低下

する。この水位低下により、千年の昔より宇治川の名勝と語り伝えられ、菟

道小学校校歌でも歌われ、千年以上その姿を変えずに宇治川に浮かべていた

亀石、そして京都府のレッドデータブックに掲載されている貴重な亀石が、

日干しとなり陸地化する。これは宇治市民としては到底容認できないことで

す。河床掘削による水位低下約 1ｍが亀石の陸地化の原因となるのですから、

水位低下をさせない、すなはち河床掘削を極力避ける方策、すなはち塔の島

地区改修規模の縮小以外にないと考えます。ご検討ください。 
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第 3 次流域委員会への要望 

               20070.07   日建設計シビル  高橋  正 

1.はじめに 

流域委員会の一時的な休止の後、新たに発足した第 3次流域委員会については、第 1次、

第２次流域委員会における問題点を踏まえ、新たな具体的議論を期待しておりましたが・・・ 

 私はこれまで、2回の意見書と 1回の住民発表会での意見表明を行いました。この機会に

改めて見直しましたが、現在においてもその主張は有効性を保っていると考えています。 

 

2.これまでの意見書の概要 

Ａ：第 1 回目の意見書では、総論として 

①過去から学ぶ謙虚さ→歴史を踏まえた議論をお願いしたいこと 

 ②多様な価値観を許容する寛容さ→河川と人間との係わりの多様性を許容すること 

③健全な常識に基づく判断 

 「私のこれまでの経験から「学者、技術者はみずからの専門分野を語る時、多くの人は我

田引水的であり、一部の人に至っては我田のみが宇宙」との感想を持つことが度々ありま

した。河川管理のように、多くの関係者、複雑な現象、錯綜する利害を調整判断しなけれ

ばならない場合には「自らの持つ知識のみが、世の中に有益と考える知的傲慢さ」ではな

く、「健全な常識」こそが必要と考えます。」 

 ④未来志向、21 世紀の理念を求める姿勢 

⑤定量的に考える必要性  

 を主張し、各論では堤防の質的整備にも時間と費用を必要とすること、新しい河川整備

の理念の必要性を指摘し、提言全体に一貫して基調として存在している「感覚的・情緒

的な天然至上主義」で河川管理を考えることへの危惧感を表明しました。 

  

Ｂ：第 2 回目の意見書では、 

①琵琶湖の水位について、②ダム建設について、③丹生ダムについての 3項目について、

意見書を提出させていただきました。その概要は以下のとおりです。 

① 琵琶湖の水位について 

・ 琵琶湖の沿岸域の治水のためには、琵琶湖の迎洪水位の設定が最も重要であること。また、

浸水期間の短縮の観点からは瀬田川疎通能力拡大が重要であること。 

・ 琵琶湖の温水性魚類の保全、生態系再生に係わる要因には数多くのものがある。これらが、 
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琵琶湖水位の自然的変動に一意的に依存し、出水後の急激な水位低下が無ければ、琵琶湖

の自然が再生する、あるいは環境回復が行われるといった議論に妥当性を認められないこ

と。 

・琵琶湖の生態系の保全とそれを基礎とする水産業の持続的な展開のためには、琵琶湖内の各

種生物の現存量と再生産能力を正確に把握した上で、持続可能性を確保できる漁獲量を各魚

種別に定めるなど、資源管理型の漁業についての研究と早急な琵琶湖における展開・実施

こそが求められている 

・資源管理型の水産業を琵琶湖へ導入することが、琵琶湖水産業の不可逆的、壊滅的状況を

避ける唯一の方策と考えられ、同時に外来種対策や、産卵床の整備等、総合的な対策を推

進する必要があります。これらが、豊かな生態系の保全にも寄与することとなります。 

 

② ダム建設について 

 ・「しかしダムが治水効果を発揮するのは、貯水容量が大きくかつ洪水防御の対象地点に近い

上流に位置する場合であって、計画規模を超える洪水に対しては効果が低下・消失するう

え、ダムの集水域以外の残流域における降雨による洪水に対しては効果がないため、ダム

ができれば「万全」というわけでないことも確かである」（流域委員会答申） 

・この意見はダムの機能を低く評価したいとの願望を表現したものに過ぎないと思います。

そもそも、ダムであれなんであれ、社会基盤施設を計画する上で、自然条件、社会条件を考

慮して、適切と思われる計画期間、計画規模を社会的に合意できる範囲で設定することは、

計画論として妥当性をもつことは自明と考えます。 

 ・すなわち、１万年に 1回や千年に一回の大きな降雨規模で、ダムや堤防を計画することは、

その規模がいたずらに大きくなり、社会的合意形成が困難であり、経済的な負担も大きいた

め現実的ではない。このため、100年あるいは 200年に一回程度起こるであろう降雨規模で

施設規模を検討することは極めて妥当な計画行為と考えます。 

・ これに対して「計画規模を超える洪水に対しては効果が低下・消失する」との批判は、明

らかに不当な批判です。 

 ③丹生ダムについて 

・ 融雪水をダムに貯留することによる深層水の低酸素化の促進については、底層溶存酸素現

存量に対して、姉川の冬季流入水による溶存酸素供給量は 1％以下であり、融雪水による

底層への溶存酸素供給は琵琶湖の底層溶存酸素濃度へ殆ど影響を与えないこと。 
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 ・ダムで富栄養化した水をながすことによる水質への影響については、ダムは内湖と同様に

貯水池内での有機物生産はあるものの、栄養塩貯留機能は明らかで、富栄養化防止の観点

からは、琵琶湖にプラスの影響をあたえると考えられ、負の影響のみならず、正の影響も

含めて具体的議論が必要なこと。 

  

Ｃ：住民意見聴取の会における意見 

第 2次までの流域委員会のレビュ－時の住民意見発表会では、私なりに、1,2 次の委員会

答申について、図―①に示すような骨子と考え、それに対して、問題点が多いことを指摘

させていただきました。 

 

基本理念 

● 自然が自然をつくる 

● 予防原則と順応的管理 

 

基本的な主張  

 ①ダムは原則建設しない。 

  ・代替案を検討し、最後の手段として社会的合意形成が得られ

た場合のみ建設は容認される。 

 ②治水については、堤防の強化と流域対策（ハ－ド、ソフト） 

  によって、壊滅的被害を避ける。 

  ・従来の基本高水に基づく検討は妥当性が無い。 

 ③利水については、水需要抑制で対応する。 

  ・水需要を精査、水利権調整で対応すれば十分。 

 ④琵琶湖は環境に配慮した水位操作を行い、豊かな生態系を 

  再生させる。 

  ・人為的な水位操作は琵琶湖生態系に大きな影響を与えてい

る。 

  ・水辺のネットワ－ク形成の必要性 

 ⑤住民参加の推進 

  ・但し、合意形成の具体的定義は出来ていない。 

      図―① 1,2 次流域委員会答申の骨子 

           （答申書から、私が作成したものです） 
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①基本理念について 

自然が自然をつくるという情緒的表現に対しては、すでに第 1回目の意見書で 

「流域委員会提言」では、新淀川の掘削などによって形成された現況の河道形状と、淀川の氾

濫源に展開・集積している市街地の安全を守ることを、前提として、「自然が自然をつくる」「川

が川をつくる」ことを許容するとの立場に立っていると考えられます。 

この考え方は、「自然と人間の生産、生活活動との間に妥協点を見出す努力こそが求められて

いる」という立場と同じものと考えられます。この立場を委員の皆様が自覚的に認識する必要

があることを主張させていただきました。 

②5 つの基本的主張について 

1 ダムは原則建設については、代替案を検討の上、最終手段として社会的合意が形成され  

 た場合のみ建設が可能としているものの、⑤住民参加の推進においては、どのような状  

 態を持って合意形成が出来たのかの定義も出来ないし、社会的合意形成に至る道筋も明 

 示できないことを委員会自らが認めています。結果として、論理的にはダム建設の道は

閉ざされています。 

2 治水については、堤防の強化と流域対策（ハ－ド、ソフト）によって、壊滅的被害を避

けるとの主張です。これに対する意見はすでに、1回目の意見書で述べさせていただきま

した。 

3 利水については、水需要抑制で対応することは妥当と考えます。水需要抑制の一方で、

永続的なフロ－型の資源である水資源を、より積極的に活用することは、持続可能な社

会の形成に必要不可欠と思います。 

4 琵琶湖は自然変動に基づく水位操作を行い、豊かな生態系を再生させるとの主張につい

ては、このような主張に科学的根拠が薄く、琵琶湖の現況の正確な把握、正しい管理の

実現を阻害するものであることを、第 2回の意見書で述べさせていただきました 

 

5 住民参加の推進 

 これについては、前述したとおりです。生業や体験による価値観の相違を如何に乗越え

るかは極めて困難な課題であり、その困難性は委員会の活動経過が実証しています。 

 

以上が流域委員会への私の意見です。改めて考えてもその主張は大きく変わっていません

し、第 3次の委員会への意見としても通用すると思います。 
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3.今後の方向性について 

 そもそも、流域委員会の発足にあっては「河川管理者と住民との間に十分なコミュニケ

－ションが無く、相互の信頼関係を構築することなしには、住民と河川との関係が豊かで

実りある河川を作り上げることが可能だろうか？」との問題意識が背景としてあったはず

です。河川管理者と地域住民とが協力して、21 世紀の淀川のあるべき姿を描き、河川管理

者の提示する「河川整備計画」をより、充実させること、その一助を果たすのが流域委員

会の役割と考えます。「河川管理者」と「住民」との信頼関係の構築を通してより良い琵琶

湖淀川を作り上げていく責務を再確認する必要があると考えます。 

 河川に対する考え方が極めて多様化していることは、住民の皆さんの意見発表内容から

も知ることが出来ます。生業や居住する地域、個人的な体験（洪水経験の有無など）によ

って、求める河川像など、価値観は大きく異なります。 

理想的には、価値観の異なる人々を巻き込んでの議論が弁証論的により高い次元へと展

開されることでしょうが、これまでの議論を見る限り、これは望んでもなかなか容易では

ありません。なにより、観念的議論ではなく、具体的な議論の積み重ねが重要と思います。 

また、往々にして「説明責任」を求めると称して、「説得責任」を求めているように感じ

られます。河川管理者と住民の利害を対立的に捉え、河川管理者との協議が「一方的主張」

や「揚げ足とり」となり、河川管理者は河川管理者で、過去の「行政の無謬性神話」に先

祖帰りし、「誤解を受ける発言はすべて避ける」といった対応となれば、21 世紀の川つくり

は望むべくも無いでしょう。今後、議論を充実させるべきと考える事項を以下に列記させ

ていただきます。第一に 

流域委員会が特に中心的に議論すべき課題は、河川管理者より流域社会で決めることが相

応しいと思われる事項と考えます。 

 ①琵琶湖淀川水系のあるべき姿を描き出すこと。 

②治水、利水、環境と河川管理の課題が拡大、対象領域も拡大してきた歴史を踏まえた

総合的管理の理念を示すこと。 

 

 琵琶湖・淀川の 20 年、30 年後のあるべき姿を描くこと、これこそ、流域社会が決定すべ

き事項と思われます。 

 河川管理の歴史を踏まえると図―2に示すように、空間的にも領域的にもその内容は拡大

の一途にあります。将来的な河川管理は、これまでの歴史を踏まえ、図の中の右上部の領

域に回答を求めるべきと考えます。 
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         図―2 琵琶湖淀川水管理の方向 

 このような領域が拡大した総合的な管理においては、性格の異なる治水、利水、環境の

目標をどのように達成・調整していくかが大きな課題となります。異なる目標を最適化す

る上での基本的な考え、方針を示すことは委員会の大きな課題と考えます。 

第二に、 

琵琶湖・淀川のあるべき姿に対応した、治水、利水、環境機能の目標水準について、地球

温暖化等を踏まえ、将来的な自然条件の変化、社会的条件を見据えた上で議論する。 

 ①琵琶湖・淀川流域における治水安全度の考え方 

 ②同じく利水安全度に対する考え方 

治水の安全度のあり方について、河川管理者から提示された戦後最大洪水対応について、

地球温暖化傾向が実感できる現在にあって、過大と考えるのか、過小と考えるのか？委員

からの問題提起は行われていますが、具体的な議論がなされているとは思えません。 

 同様に利水安全度に関する議論も、ダムの是非議論が中心的課題となり、意識的な議論

は行われてはいません。 

 地球温暖化の影響については、定量的な議論は困難かもしれませんが、ダム建設などの

対応には数十年の時間を要することを考えれば、今現在、十分な検討をおこなっておくべ

きことと考えます。 
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 特に、淀川水系においては、琵琶湖への流入水量の変動による琵琶湖の持つ機能への影

響は大きな問題と考えられ、降雪量の減少、これに伴う融雪出水の減少は利水機能へ大き

な影響を与えることは必死と思われます。また、出水の量的・時間的変動の激化と治水機

能への影響についても、対応方針の議論は必要と思われます。 

ついで、 

同様に環境機能に関しても目標水準の議論が必要と考えます。 

 ①目指すべき環境：生態系の保全、創出の目標水準 

 ②質的な目標と管理に関する議論。 

 琵琶湖淀川における生態系保全のあり方についても「魚にやさしい川」と言った情緒的

な、耳に心地よい議論ではなく、具体的に・貴重種、指標種の保全・多様性の確保、・水産

資源の保全、・外来種対策の推進 と言った課題にブレイクダウンしたうえで、個別水域ご

とに検討、設定し、目標水準を定め、目標水準を達成するための方策を検討した上で、「河

川整備計画」へどのように反映するかについて議論が必要と考えます。 

 また、淀川の水質問題は、高度成長期の有機汚濁問題から、その様相を様々の形で変え

てきており、その問題の様相は極めて多様化・複雑化しています。 

 淀川の水質問題は潜在していた問題の顕在化、新たな問題の生起の連続であり、今後と

も潜在している問題の顕在化や、人間活動の質的変化による新たな問題を覚悟する必要が

あると考えます。 

 水系一貫での水質管理を考える場合、その目標である環境基準を水系一貫の考えの下で

指定する必要があり、また、排水基準についても水系一貫の思想が必要と思います。 

 現行法体系のもとでの環境基準類型指定のあり方、排水規制のあり方を前提としつつも、

水系一貫の考えを、どのように実現するかについての議論は必要不可欠と思われます。 

委員会では、質的問題に関して目指すべき水準についても、達成方策、管理のあり方等

についても殆ど議論は行われていません。 

 淀川の水道原水の供給機能の大きさを考えると質的な水準のあり方、管理のあり方、河

川管理者の果たすべき役割に関する議論は必要不可欠と考えます。 

 

淀川の持つ治水機能、利水機能、環境機能の目標水準が設定されたら、その達成方策の

検討ということになり、たとえば、治水安全度をダム、堤防、流域内対策、ソフト方策を

組み合わせどのように達成するか、各方策の役割分担、位置づけを議論することとなりま

すが、 

それに先だって 
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ダムに関する具体的な議論の展開 

 ①ダムは環境に取り返しのつかない影響を与えるとの立場から、ダムの得失に関する具

体的議論が十分に行われていないと思います。 

 ②ダム建設に伴う問題点について、個別ダムについて具体的に検討する必要があると考

えます。 

   ・縦断方向の生物の移動連続性の阻害 

・土砂移動の阻害    

   ・水質上の問題（冷水、渇水、富栄養化） 

ダムに関する忌避が、さらにいえば情緒的反対論が、議論の成熟を困難としていると思

います。ダムに関する議論の内、丹生ダムに関する議論については、具体的、科学的とは

思えないことは先述のとおりです。 

 また、ダムの問題点として挙げられている生物の移動連続性の阻害についても、淀川水 

系全体を俯瞰すれば、第 1回目の意見書で述べたとおり、 

魚介類移動の連続性の遮断の解消、繁殖を確保するとの観点からは、上流域に計画されるダム

より、本川に流入する支川の流入部形状、流入量確保が大きな課題と思われます。 

また、淀川水系をマクロに見ると、淀川大堰の存在は極めて大きな問題であり、ダム建設云々

以前に淀川大堰の魚道の機能評価と改善方策の検討が行われるべきでしょう。 

ダムの問題点を具体的に議論する中で、淀川全体を俯瞰し、検討、改善の優先順位を検

討すれば、数多くの前向きの議論が展開されるものと期待しています。 

さらに、淀川大堰の魚道流量のあり方についても、早急に検討すべき課題と思われます。 

さらに 

検討対象領域の拡大 

 ①大阪湾及び下流都市河川のあり方に関する議論の必要性。  

 これまでの議論が、空間的には琵琶湖、ダム建設予定地に集中したため、大阪湾との関

係において琵琶湖・淀川を議論するとの視点が欠けていると思います。これについては以

下の 2点を指摘したいと考えます。 

 ア：大阪湾、瀬戸内海の管理の理念は、里海の創出・保全とされており、人間の積極的

関与の下、瀬戸内海の環境を守って行くこととしています。これは、大阪湾と連続

性を持つ淀川の理念（自然が自然をつくる）とは一致していないこと 

 イ：大阪湾との連続性を担保する淀川大堰からの維持放流量はこれまでその必要性を含

めて十分な議論が行われていません（？）利根川河口堰の維持流量の 30 トン/毎秒

を考慮すると、今後、十分に検討すべき課題でしょう。（淀川の水質の改善に伴って、 
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アユの天然遡上が認められるようになった今こそ）  

また、住民が数多く居住する下流都市域における都市河川としての淀川の現況機能、課

題、今後の整備の方向性、管理のあり方についても議論は十分ではありません。 

また、 

維持流量に関する議論の展開 

①維持流量の意義、位置づけに関する議論 

維持流量は、河川が正常な機能を発揮するために必要な流量と定義されるものです。 

維持流量に関する議論の不幸は、維持流量議論がダムの建設是非論と短絡的に結び付け

て議論されることにあると思われます。  

自然現象の変動幅は予測できず、大規模な渇水が発生した場合、維持流量を割り込むこ

とは当然起こりえることで、その場合に致命的な影響はなかったとして、維持流量を低く

設定しても良い、これによってダムは不要との議論は妥当性を持つのか？ 

 琵琶湖においても、異常渇水によって、利用低水位（－1.5ｍ）を下回る水位低下が発生

した場合（維持流量を割り込んだ場合）壊滅的被害の発生が無かったとして、さらに、利

用低水位を変更してもいいのではとの議論に発展するのか？ 

 河川の持つ多様な機能を保全するための流量保全は極めて重要であり、各種技術的検討

の結果算定された維持流量については、与えられた自然条件のもとで、最大限の努力を払

って確保する努力が必要と考えます。 

琵琶湖という閉鎖性水域と淀川流水部における自然条件の差によって、琵琶湖の水位は

生物にとって重要であるが、淀川本川では問題ないと主張されるなら、同意することは出

来ません。 

 いづれにしても、維持流量に関しても、ダムの是非論と短絡的に結び付けない議論をお

願いしたいものです。 

 

 

 

以上、取り急ぎ、流域委員会へのお願いを述べました。流域委員会全部を傍聴していませ

んので、誤解、思い違いはご容赦いただきたい。流域委員会は今後とも継続するものとお

もいますが、多くの時間と努力が、より良い明日の琵琶湖・淀川へと結びつくことを心よ

り願っております。 
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〈 岩倉峡の流下能力をめぐる無理解 〉 

                                                               2008 年 2 月 7 日 

                                               自然愛・環境問題研究所 

                                                                 代表 浅野隆彦 

 

 〔 はじめに 〕 

 岩倉峡の流下能力について、2008 年 1 月 2 日付けの質問付意見書 NO.９２２〈 岩倉峡の流下

能力について 〉に対し、第 71 回委員会（H20.1.29）で河川管理者の回答が示された。（審議参考

資料１－１） 

 この回答に於ける２つの問題点に触れ、批判および疑問を呈するものである。 

 

 〔 疑問 〕 

 「川上ダム建設事業について」（第 71 回委員会・審議資料２－５）で示されている図－補１．１ 

岩倉峡地点における水位と流量の関係は詳細な説明がなければ、俄かに分かるものではない。

離れた地点での水位・流量関係について「相関関係」を推定するという「離れ業」が、どれ程の信

頼度があるのかは、データの全て及び水理学上の根拠を含め、明快な説明が欠かせない。然る

に完全に欠如したまま、信じなさい！と言うのか。平成 5 年に河川管理者が行った不等流計算の

際には、HWL で３，６００ｍ3/ｓを越え、T.P１３６．８５ｍにおいて３，２４０ｍ3/ｓであったと記憶して

いる。H-Q の勾配立ち上がりに疑惑が在るのである。 

 

 〔 無理解を批判する 〕 

 河川管理者は筆者が行った「等流計算」を評して、次のように述べている。『等流計算は、一定

断面、一定勾配で、水面勾配と河床勾配が一致するとの仮定が成立する場合に適用できるもの

で、岩倉地点のように流量規模によって水面勾配が大きく変わる断面では大きな誤差が生じるた

め適用できないと考えております。』 

 しかし、これは実際の計算をよく見ずして、一般論として言っているだけで、筆者がその辺をちゃ

んと押さえて計算条件を整えている事を見落としてはならない。 

 

１） 岩倉観測所第 2 断面に合わせ、一定断面、一定勾配で、水面勾配と河床勾配を一致させ

るよう仮定断面を構成して計算している。 

２） その実態は「最小流下能力」と言っても良い。 

３） 実際の河道断面に余裕を残す「流体」としての最大流量を弾いている。 

４） 岩倉観測所における実測の内、最多水面勾配を適用しており、確率的に高い頻度で現れ

る水面勾配である。参考に、2 断面の夫々の計画高水位勾配を水面勾配とした計算も示し、

水深が大きい実際観測が無い地点であるから、有り得る「流下能力」とした。 

 

以上のように、水理学の基本を踏んで出している「岩倉峡・計画高水位無害流量」であるから、

近似値で有る事と「少なくとも！」という前置詞を付けて主張しているのである。 
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平成 19 年１２月６日 交野市住民 森脇 榮一 

淀川水系河川整備計画原案に対する意見－４ 

［淀川水系河川整備基本方針をどう認識するか―治水史を踏まえてー］ 
＊認められた治水機能容量を蝕む委員・傍聴者の意見＊ 

１．はじめに 

第６３回から７０回の淀川水系流域委員会（以下[流域委員会]という。）を傍聴して感じたこ

とは、一部の委員が河川審議会の審議を経て平成１９年８月に公表した淀川水系河川整備基本方

針の趣旨を理解せず発言していることである。（表－１） 
表１―１．淀川水系河川整備基本方針の趣旨を理解されていない発言の例 

①高時川流域は貴重な生物の生息の場であるから手を付けないでほしい。 

②大下津の河道改修は過大ではないか。戦後最大流量３，０００m３/s で充分ではないか。 
河川法１６条(河川整備基本方針)＊１により河川審議会が国家政策として、淀川の基本高水流

量とダム等洪水調整施設によるダム等調節流量及び河道への配分流量を定めた。 

流域委員会には、河川審議会で国家政策を審議されるべき学識経験者が委員として居られるの

で誠に失礼ではあるが、１６条の二(河川整備計画) ＊２ により河川整備計画は河川整備基本方

針に沿って定めるものである。更に流域委員会は、河川管理者の提案と地域住民、地方自治体等

の意見を踏まえて淀川の河川環境と治水･利水の調和ある河川整備計画を策定できるような意見

をまとめることにある。河川管理者の委員に対するレクチャー不足と思うが、河川法を考慮する

と①～②の発言は、流域委員会での委員の意見としては適切でない。 
委員会では、永年の洪水災害との戦いの成果である飛躍的に治水安全度が向上した河川整備基

本方針に定める治水機能容量（本稿では基本高水流量とダム等洪水調節流量及び計画高水流量）

を蝕む委員及び傍聴者の意見のオンパレードである。永年、懸命に治水事業に携わった私は無念

な思いで意見をまとめる気力が衰えていたが、第７１回委員会における寶委員と竹門委員の意見

（表１-２．）は、同感する所であり再度、意を新たにして意見を提出することにした。 

［第７１回委員会における寶委員と竹門委員の意見］ 
①寶委員   ダム建設計画は河川整備基本方針で決定される。戦後最大洪水で計画高水位を達

成できなくても将来近づけていく。 

②竹門委員  ダム群による様々な調節によって、(洪水の低減に）生かせるようにすれば効果的な

ダムとなる。 

③寶委員   （ダム群による効果的な洪水調節は）但し書き操作によって可能である。 
 
＊１）河川法第 16 条(河川整備基本方針) 計画高水流量、河川整備の基本となるべき方針に関する事項を定

める。 ２．河川整備方針は河川の総合的管理が確保できるようにする。 ３.河川整備基本方針を定め

るときは河川審議会の意見を聞かなければならない。 

＊２）河川工事第 16 条の二(河川整備計画) 河川整備基本方針に沿って、河川整備計画を定めておかなけれ

ばならない。 ２．河川整備基本計画は河川整備基本方針に即し、河川の総合的な管理が確保できるよう

にしなければならない。 ３．河川整備計画の案を作成する場合に必要と認めるときは河川に関し学識経

験者の意見を聞く。 ４．必要があるときには関係住民の意見を反映させるに必要な措置を講ずる。 
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２．「認められた治水安全度」を蝕む委員・住民の意見 

一部の委員及び傍聴者の意見等には、河川整備基本方針により獲得された淀川水系の治水安全

度を蝕むものがあり、これに対する私の見解は次のとおりである。意見等について誤解している

事柄や、私の見解に間違いもあると思われるので御意見を頂きたい。 
［Ａ］第６７回委員会 審議資料１－２．より 疑問点 担当 千代延明憲委員 

①戦後最大洪水を計画高水位以下で流すことができるようにしたとしても、それ以上の洪水

（超過洪水）の生起確率は決して小さいとは言えず、生起すれば破堤により甚大な被害が生

ずるのではないか。 

②大下津の河道改修は過大ではないか。戦後最大流量３，０００m３/s で充分ではないか。 

［森脇の見解］ 

ａ．安全度の考えに矛盾がある。「①は戦後最大洪水の安全度は低い」としながら「②は戦後

最大流量で充分」としている。河川整備基本方針の河道配分流量でなければならない。 

ｂ．「大下津の河道改修」が戦後最大流量３，０００m３/s でよいとするならば、河川整備方針

で定めた計画高水流量が低下し桂川の治水安全度が低下する。 
 

［Ｂ］第６７回委員会 参考資料－１ ８７０（薮田秀雄 傍聴者） 

①･･略・・亀石が陸に上がる日干しになる陸地化することは絶対認められません。１，５００

m3/s 改修･河床掘削を見直して１，２００ｍ３/s 改修とすべきです。 
［森脇の見解］ 

計画高水流量を１，５００m3/s を１，２００ｍ３/s に低減させることは治水安全度を低下さ

せることになり、沿岸地域住民の安全な生活基盤の形成の見地から１，５００m3/s の計画高水

流量を確保した河道を整備すべきである。（亀石は歴史的景観としての価値と沿川住民の生

命・財産を守る治水の重要性を比較して、亀石の移動、撤去等の対応を考えるべき。） 
 

［Ｃ］第６９回委員会   参考資料―１ 900 （荻野芳彦 傍聴者・前委員） 

①・・略・・「ダムありき」から審議を行なうことは無駄も多いし、議論も姑息になります。

整備計画の案からダムありきのところを削除して審議を進めてください。 

［森脇の見解］ 国家政策の立場で河川審議会が審議した河川整備基本方針に定められている

治水機能容量確保の方策の面からも「ダムありき」である。（ダムの有利性等は別稿で述べる。）

３．淀川治水計画の変遷と治水安全度確保の重要性 

河川整備基本方針に定める基本高水流量並びに洪水調節施設への流量配分及び計画高水流量、

更には治水安全度の確率評価の考え方を正しく把握するために淀川の治水史等を要約した。 

（１）洪水の実績最大流量による治水計画（明治２９年～昭和４５年） 

淀川の近代治水は明治２９年～４３年に実施された淀川改良工事であり、既往最大と推定され

た明治１８年等の大洪水の実績流量(淀川本川 5,560m3/s)を対象にして、堤防や南郷洗堰、毛馬

洗堰が整備された。その後、計画（実績）を上回る大洪水で氾濫被害が発生し、その洪水流量を

安全に流下させるように、堤防の嵩上げ・拡幅などを行なってきた。昭和２９年～４５年にかけ

て実施された淀川水系改修基本計画、淀川水系工事実施基本計画に上流ダム群による洪水調節が

導入されたが、計画流量は実績最大洪水を対象とて定められ確率評価で決めたものではない。 

951 森脇榮一氏

951－ 2／6



 １）実績最大流量による治水計画の問題点 

 淀川改良工事（本川 5,560m3/s）に始まり、実績を上回る洪水に襲われ、計画高水流量は、淀

川修補工事（本川 6950m3/s）、淀川水系工事実施基本計画（本川計画高水流量 6950m3/s、基本高

水流量 8,650 m3/s）と次第に増大された。堤防が完成すると、今までの浸水区域に田畑が開かれ、

家や工場が立地した所に計画を上回る洪水が襲い、増大した氾濫被害が発生する悪循環であった。 

 ２）実績最大流量による治水事業の功績 

 第一次流域委員会では「実績最大流量による治水計画の問題点」を「水害の輪廻」として計画

を上回る洪水（超過洪水）が発生しても、多くの人命を失う致命的な水害とならぬように、越流

しても破堤しない丈夫な堤防を進める提案がなされた。 

 「水害の輪廻」を伴う治水事業による洪水災害や河川環境の悪化を見て、「環境に配慮しない

で河川改修をしてきたとか、始めから丈夫な堤防作ればよかったのに」等と若い人はいう。 

しかし第二次世界大戦で荒れ果てた安全度の低い河川は、度々、洪水氾濫を繰り返して主食の

米の生産が減少する上に、海外から兵士等が引き上げて人口は増大した。まさに大戦後は「飢え

の時代」であり、米を安定して生産できるように、少ない治水予算で出来るだけ堤防を延長させ

るのが河川管理者の使命であり、河川環境に配慮するゆとりはなかった。 

 しかし、私は実績最大流量による治水事業が「水害の輪廻」を繰り替えしたとしても、次の功

績があったと思っている。(表３-１) 

表３－１．「実績最大流量による治水事業」の功績 

わが国は、昭和２８年１３号台風のように弓状の国土を縦断する台風が多く襲来する。また

昭和４７年の前線は、国土上を縦断すると共に、南北に移動したため長時間にわたる二山の豪

雨が発生した。戦後の米不足の時代に、国土を縦断する台風・前線による豪雨は、わが国の「い

たる所」で河川が氾濫して米不足になり、充分に御飯が食べられない、また、まずい外米を食

べなければならない時代があった。 

 「実績最大流量による治水事業」によって、わが国の各河川の安全度が高まり、国土を縦断

する台風・前線による豪雨に襲われても河川の氾濫は一部の地域に限られ、米などの農作物を

安定して生産できるようになった。この「いたる所」で氾濫しないことが食の安定をもたらし

池田内閣の国民所得倍増計画による産業経済発展を支える大きな力となった。 

特に、三大都市圏は河川の安全度の向上により、生産・経済活動を安定して行うことができ、

水害被害を蒙った地方の産業経済の復元を支え、わが国の経済力は驚異的に発展する。 

まとめると「実績最大流量による治水事業」の功績は、全国河川の治水安全度を向上させ、国

民生活の安定と向上の礎になったことにある。 

 

（２）確率論による治水計画＝淀川水系工事実施基本計画改訂（昭和４６年以降） 

 昭和４６年３月に河川審議会の審議を経た淀川水系工事実施基本計画改訂＊１は、淀川枚方地

点の超過確率 1/200 の２日雨量 302mm、基本高水のピーク流量を 17,000m3/s とし、ダム等の貯留

施設により 5,000m3/s を調節して計画高水流量 12000m3/s と定めた。 

 

＊１)改訂：昭和３９年に河川法が改正されて工事実施基本計画の策定が義務付けられた。淀川水系工事実施基 

本計画は、昭和２８年１３号台風を主要な対象洪水として、枚方地点の基本高水のピーク流量 8,650m3/s と

し、このうちダム群により 1,700m3/s を調節して、計画高水流量を 6,950m3/s とするものであった。 

この計画を昭和 40 年の台風 24 号の浸水被害や流域に人口資産の増大を考慮して、昭和 46 年に確率論を取

り入れた計画改訂がなされた。因みに昭和３９年の工事実施基本計画の基本高水の超過確率は1/100である。 
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工事実施基本計画改訂の背景は、昭和３５年に池田内閣は国民所得倍増計画を閣議決定したこと

に起因する。所得倍増計画は公共投資による民間経済成長と農村の近代化により農業人口の余剰

人口を第二次産業人口に移転させることにより、国民所得を１０年間で倍増させる計画であるが、

４年間で所得倍増を達成させる高度経済成長を実現させた。 

そのために淀川流域も人口・産業が驚異的に集積され、製造品出荷額は昭和３７年度に対して

昭和６０年は約１０倍となった。 

表３－２．淀川水系の流域内人口及び生産額 

項        目 昭和３７年度 昭和６０年度 

人 口(千 人) ７，２９６ １０，５５１ 

流域内人口 人口密度（人／ｋｍ２） ８８４ １，２８０

製造品出荷額（億円） ２２，６２５ ２２４，８５８ 

流域内生産額 三次産業事業所数（千箇所） ２４２ ４３９

 

所得倍増計画は、生産性向上に基づく輸出競争力の強化も目的としており、重要な産業の立地

する都市の河川は、洪水氾濫被害によって工業生産が停滞して、海外との輸出競争に遅れをとら

ないように治水安全度を向上させる方策が採られた。 

特に、わが国の産業・経済上特に重要な淀川の治水安全度は、淀川本川は１／２００、桂川及

び木津川の大支川は１／１５０と定められた。 

平成１９年８月の淀川水系河川整備基本方針の治水安全度は、使用する雨量データが２日連続

雨量から２４時間雨量としているが、超過確率計算方法等は基本的に変わるものではない。 

 （以上の経過は淀川水系河川整備計画原案の７頁から８頁に記述されている。） 

 

（３）淀川の治水安全度確保の重要性 
私が一番言いたいのは、「認められた治水機能容量を蝕む」ことの淀川流域住民に対する影響

と、治水安全度確保の重要性を委員や傍聴者に考えてもらいたいことである。 
 

「認められた治水機能容量を蝕む」ことの結果は？ 

 治水安全度は中部の木曽川、長良川や関東の荒川、利根川等も１／２００に高めら

れている。淀川水系で認められた治水機能容量（基本高水流量とダム等洪水調節流量

及び計画高水流量）を蝕むことや、治水工事を遅延させることは、安全な生活基盤整

備が東京や名古屋に比べて遅れることになり、大阪・京都等の洪水氾濫が生じやすく

なる。 
このことは、淀川が氾濫して場合には近畿地方の産業経済の地盤沈下が加速するこ

とであろう。委員各位に置かれては、河川の環境、治水･利水の調和を目指して、より

良い河川整備計画を策定願いたい。 
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４．河川整備基本方針を目指す河川整備計画の進め方について 

（１）戦後最大洪水対応の河川整備計画の進め方に関する委員会での意見等 

第 71 回委員会において寶委員が「ダム建設計画は河川整備基本方針で決定される。戦後最大洪水

で計画高水位を達成できなくても将来近づけていけばよい。」という趣旨の意見を述べられた。 

私も委員会の度毎に思うが、将来目標として河川整備基本方針に定められた「基本高水流量とダム

等洪水調節流量及び計画高水流量」を安全に処理する河川管理施設を整備すればよいのであ

って、過渡的な戦後最大洪水による河川整備計画（以下「暫定河川整備計画」という。）の

背水計算値が計画高水位に合致する、しない等といった重箱の隅を突くような意見・提言を

受けて河川管理者は計算を繰り返している。 
私は、なんと無駄なことをしているのかと思う。まだやらねばならないことが多くあるは

ずである。 
 

（２）河川整備基本方針を目指す河川整備計画の進め方について 

 まず、暫定河川整備計画であっても、重要構造物や、やり変えることが好ましくない施設は、

河川整備基本方針に定められた「基本高水流量とダム等洪水調節流量及び計画高水流量」に対応

して完成させる。 
 これは、重要構造物としてダム、堰や櫛の歯のように橋脚スパンが短く洪水流を阻害している

橋梁架け替え、樋門等があり、やり変えることが好ましくない施設としては、景勝地で観光

客の多い宇治川の塔の島や桂川の嵐山の河道改修（河床掘削、護岸等）である。 

既に、淀川大堰や阪神電鉄橋梁、高山ダム、室生ダム、青蓮寺ダム、布目ダム、比奈知ダム、日吉ダ

ムは河川整備基本方針に定められた流量を対象にして完成している。 

 １）河川整備基本方針の流量により河川管理施設等 

ａ．ダム建設について 

淀川本川に着目すると、河川整備基本方針の淀川本川に対するダム洪水調節流量は、５，５００m3/s

であるが、建設中の大戸川ダム、川上ダム、天ヶ瀬ダム再開発、上野遊水地と既設の６ダムを合せても、

可能な洪水調節流量は、５，５００m3/s 以下であると思われるので、大戸川ダム、川上ダム、天ヶ瀬ダム

再開発と上野遊水地は、河川整備基本方針に定める基本高水流量とダム等洪水調節流量により完

成させなければならない。ダム建設を暫定工事として段階的に施工することは事業費が増大するからで

ある。（大戸川ダムの洪水調節効果が、１７ｃｍしかないから必要でないという意見は的違いである。） 

ｂ．景勝地の河道改修について 

宇治川の塔の島や桂川の嵐山の河道改修は、度々工事を行なうと多くの観光客に迷惑をか

けるので、暫定改修をしないで河川整備基本方針に定められた計画高水流量を対象にして河床掘

削、護岸や井堰等を完成させる。 

２）段階的に工事を実施しても良い河川管理施設等 

 例えば、河床掘削、高水敷の切下げ等が考えられる。 
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（３）暫定河川整備計画で配慮すべきこと 

 私が考えている「暫定河川整備計画の施設整備で配慮すべきこと」を以下に述べる。 

１）暫定河川整備計画によるイメージ図の作成 

 今後の淀川改修費の予算枠（大阪府等の可能な負担額も配慮する。）を考慮して、「暫定河川

整備計画のイメージ図」を作成する。これは河川管理者のマニュフェストに相当するものと

して、財政当局や地方自治体等に認めてもらい治水事業推進の資料とする。 

 繰り返すが、重箱の隅を突くような数字合わせは必要なく、上流の改修が下流に悪影響を及ぼ

さないことの検討を行なえばよい。 

 ２）施設整備の状況に応じた洪水予測システムの構築と各地点の洪水位演算 

 洪水に対する危機管理として留意すべきことは次のとおりである。 

①効果的なダム等の洪水調節の選定や水防活動には、ダムや遊水地の洪水調節施設の完成や、

河床掘削や高水敷切下げ等が段階的に行なわれるので、進捗状況を考慮する。 

②暫定河川整備計画は治水安全度が低く、戦後最大洪水流量を超過する洪水が襲来するの

は当然と考えなければならない。 
 ③地球温暖化による降雨の偏在等にも配慮した弾力的なダムの運用（治水・利水面）が必

要となり、淀川ダム統合管理事務所の役割が重要になる。 
 淀川統合管理事務所の降雨予測・洪水予測システムの機能は、河川情報管理官在職中（昭 
和 63 年）の状態を把握しているだけであるが、その当時に統合管理事務所の降雨予測・ 
洪水予測システムの機能で追加して欲しいと願っていたのは次のとおりである。 
①完成したダム等の洪水調節量と距離標毎の横断面要素を、年々、更新できる背水計算システ

ムを構築し、距離標毎に洪水位を予測する。 

 ②横断面要素には、堤防高、計画高水位、堤外農地の標高等の制約条件を組み込み、予測水位

との関係を危険度に応じて色分する等により効率的な洪水調節を定めるための資料とする。 

 ③予備放流の方法（可能性）や、特例操作によるダム放流量の低減方法(可能性)を判断す

る気象条件等を整理する。（台風の降雨と前線性降雨では予測の精度が異なる。） 

④淀川ダム統合管理事務所は各河川の代表地点の洪水流量の予測値を演算し、淀川河川事務

所・木津川上流河川事務所は予測洪水量により河川の背水位を推算して水防活動を指示する

よう区分されているが、水防重要箇所は、近畿地整河川部の幹部、ダム統合管理事務所、各

河川事務所の３者が、ダム等の洪水調節ケースの地点毎の背水位を同一画面で見ながら効率

的な洪水調節ケース（特例操作）を選定する情報システムを導入する。 
⑤前線性降雨の降雨予測精度は困難であるので、ダムの特例操作としての放流量低減ケー

スによるリスク評価を行える洪水調節予測システムの構築と放流量低減ケース毎のリ

スクを求め、ダム洪水調節の意思決定者の判断資料とする。 
 
京大の椎葉教授の研究室で新しい流出予測システムが開発されたと聞いており、ダム統合 

管理事務所でも、既に①～⑤について検討が進んでいると思うが参考のために記述した。 
以上 
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                        ２００８年２月７日 

淀川水系流域委員会 様 

                        宇治・世界遺産を守る会 

                        薮田秀雄 

 

原案について 河川管理者は堤防をはじめ河川管理施設の耐震対

策をなぜ具体的に示さないのか？  

耐震対策について委員会の審議を要請します 

 

１、原案は、「３．現況の課題」の「３．２治水・防災 ３．３．３ 地震・

津波」で「平成 7年兵庫県南部地震によって淀川下流部の堤防が破壊されたこ

とを受けて堤防の地震対策が実施されてきた。淀川大堰、毛馬排水機場の重要

構造物については、耐震点検を実施の上、対策を行っているが、その他の河川

管理施設の多くについては耐震点検が実施されておらず安全性が確認されてい

ない」と記していますが、「４、河川整備の方針と具体的な整備内容」の「４．

３．５ 地震・津波対策」では「 １)河川管理施設の耐震対策」で「淀川大堰

は、耐震対策を継続実施する。上記以外の河川管理施設は、耐震点検を実施の

上、対策を検討する。また、許可工作物に対しても耐震点検及び対策を実施す

るよう申請者に対して助言を行う。」と記しているだけで、いつまでにどの様

な対策をするのか全く具体的対策を示していません。 

 この点について、質問 34（宮本委員）は「多くの河川管理施設で耐震点検が

実施されていない理由は何か」と指摘し、質問 49（河田委員）は「整備基本方

針が 30 年先をみなすものであれば、南海地震の発生を視野に入れて堤防等の施

設の耐震補強、液状化対策を積極的に進めなければならない。南海地震が、遅

くとも今世紀半ばまでに発生することは常識である。その場合、淀川流域の河

川施設の大半は、震度 6弱から 5強の揺れに遭遇すると考えられる。また、同

時的に発生が予測されている東南海地震に際しても三重県を中心に、震度 6弱

程度の揺れが予測されている。したがって、地震による河川施設の被災が、つ

ぎの洪水氾濫災害につながらないような複合災害対策を進めなければならない。

この点の記述が一切見られない。もし、現在すでに施工中ならそのことを記載

しなければならない。」と指摘しています。 

しかし河川管理者の回答は「Ｈ19 年 3 月に河川構造物の耐震性能照査指針

（案）が策定されたところであり、今後耐震点検を進めてゆきます。」と具体

的には何も答えていません。 

また質問 221（薮田）「宇治川堤防の点検内容と対策について具体的に説明

されたい。宇治川の堤防の耐震調査は実施されたのかどうか。耐震対策はどう

なるのか。昭和 28 年台風 13 号洪水を対象にした場合と琵琶湖後期放流を対象
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にした場合の堤防の安全性と対策の違いについて説明されたい。」に対しても

「河川構造物の耐震性能照査指針（案）が平成 19 年 3 月に新たに制定されまし

た。宇治川堤防については旧基準による調査検討は完了しており、引き続き新

指針による調査検討を進めていきます。」と具体的に何も示していません。 

 

 堤防は川原の砂礫を積み上げたようなものですから、大地震が発生した場合、

堤防が崩壊・決壊し、地震による直接的被害の上にさらに河川洪水によって大

災害を引き起こす危険性が予想されます。地震によって堤防をはじめ河川管理

施設はどうなるのか、対策はどうするのか、極めて重要でかつ緊急の課題です。

しかし原案ではいつまでの何をどうするのか全く何も具体的に示されていない

ということは極めて重大な問題です。河川管理者は具体的対策を明示すべきで

す 

 

２、また、原案は基礎案において瀬田川・宇治川における琵琶湖後期放流とい

う特殊な条件を考えて耐震対策を行うことを特記していたものを削除し、他の

河川と同様に一般化し、しかも何らの具体的対策を示していないことは重大な

問題です。 

宇治では、南海地震・東南海地震が発生すれば震度 6弱、黄檗断層が動けば

震度6強、宇治川断層が動けば震度7が想定されています（宇治市危機管理課）。  

質問 222（薮田）は「基礎案『4.3.3 地震・津波、（2）河川管理施設の耐震

対策」』では『 1）堤防の耐震対策実施①淀川下流、②瀬田川・宇治川、 2）

堤防以外の河川管理施設の耐震対策』が詳細に書かれていた。基礎案の『②瀬

田川・宇治川  琵琶湖の後期放流により長期の高水位が継続する瀬田川・宇

治川区間については、堤防強化との関係を含めて、耐震補強を検討し、実施す

る。』が原案では削除されているのはなぜか。」と指摘、河川管理者は「新指

針は、堤防を含め主な河川構造物について規定されており、原案では対象とな

る全ての河川管理施設について耐震点検を実施の上、対策を検討することとし

ています。」と回答しています。 

しかし瀬田川・宇治川における琵琶湖後期放流は、明らかに他の河川では起

こりえない特異な状況を引き起こします。琵琶湖後期放流を１５００㎥／ｓ、

天ヶ瀬ダム放流を１５００㎥／ｓにすれば、宇治川では戦後最大洪水・昭和 28

年台風 13 号洪水より高い水位でＨＷＬ目一杯の洪水となり、しかも継続時間は

昭和３６年６月洪水シミュレーションの場合、約１６日間で、台風１３号洪水

の場合の高水位の継続時間が１～３時間、その１２８～３８４倍の継続時間の

洪水となります。このような放流は全国で前例がないものです。その巨大なエ

ネルギーが堤防に与える影響はいかなるものなのでしょうか。 
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私は①１５００㎥／ｓ放流のための塔の島地区河床掘削は世界遺産と一体の

宇治川の河川環境を根幹から破壊する。②１５００㎥／ｓ放流は下流の宇治川

堤防と市民にとって危険である、の２点において後期放流１５００㎥／ｓ、天

ヶ瀬ダム１５００㎥／ｓ放流に反対ですが、河川管理者は、１５００㎥／ｓ放

流について宇治川堤防の耐震対策も含めて具体的対策を明示する責任がありま

す。 

 

３、平成１９年１２月２０日、河川管理者と独立行政法人水資源機構は、記者

会見において「淀川水系河川整備計画原案における各ダムの概算事業費とそれ

をふまえた治水対策の進め方について」を発表しました（第 69 回委員会

（H19.12.27）審議資料１－６）。 

その中の「別添資料―２ 淀川水系の治水対策の進め方」の「５、具体の整

備順序の検討」の「○河川整備基本方針方針における流下能力向上策」におい

て「・全川において、平成 19 年 3 月までに概ね終了した堤防の安全性に関する

調査結果を受けて、浸透、浸食に対する堤防補強を進める。・下流においては、

洪水の流下阻害となっている橋梁の架替や河道の掘削を実施する。なお、浸透、

浸食に対する堤防補強に資する堤防天端の舗装を進めるとともに、堤防裏法の

ブロックマット張りなど、越水に対する耐力の向上に向けて引き続き検討す

る。」と記しているだけです。 

 ここには堤防をはじめ河川管理施設の耐震調査・耐震対策の具体的内容はま

ったくありません。 

前述の河川管理者の回答「Ｈ19 年 3 月に河川構造物の耐震性能照査指針（案）

が策定されたところであり、今後耐震点検を進めてゆきます。」のとおり平成

19 年 3 月までの堤防安全調査には耐震調査は入っていません。 

 とすれば、耐震調査ぬきの堤防補強、つまり耐震対策ぬきの堤防補強が行わ

れるということになります。 

 河川管理者はいつ堤防をはじめ河川管理施設の耐震調査を行うのか具体的計

画を明らかにすべきです。またいつ耐震対策を行うのか具体的計画を明らかに

すべきです。 

 

４、以上、河川管理者が、淀川水系河川整備計画原案において、堤防をはじめ

河川管理施設の耐震対策の具体的計画をまったく示めしていない問題を指摘し、

必要な耐震調査および耐震対策についての流域委員会の審議を要請します。 

                              以上 
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淀川水系流域委員会 委員長 宮本博司様 
近畿地方整備局 河川管理者様 

荻野芳彦 
質 問 書（７） 

第 71 回委員会において委員長が指示されましたので、委員会と河川管理者に質問をいたします。 
その１．川上ダムについて 
１．川上ダムに関る利水問題は、河川管理者から十分な説明を受けたと判断できません。 
原案にも記載されている水需要の精査確認、水利権の転用と既存水資源開発施設の見直し、について、河

川管理者に対して、委員会の審議結果をキチンと伝えて、関係機関と本格的な水利調整に積極的に取り組

むことを勧告することが必要です。 
２．新たに大内地点における渇水流量及び河川維持流量が公表されました。「基準渇水流量」と言う言葉は

使えないとのことですが、実質的には 20 年間の第二位の渇水流量であり、10 分の 1 の利水安全率として

昭和 42 年（基準年）の渇水流量を 0.68m3/s としています。それに対して河川維持流量は 0.74m3/s とし

て公表されました。河川維持流量の数値は河川管理者が決定するものであるが、河川整備計画に関る重要

事項は、決定に際して遅滞なくこれを公表して関係市町村長等の意見を聞くことが河川法上必要とされて

います。河川管理者はこの手続きは取られたのでしょうか。もし、まだ取られていないならば早急に取る

必要あると思います。どうでしょうか。 
３．このような重要な数値が河川管理者の内部データとして水利権許可の対象となり地元の市町村に何も

知らされていないなら、河川行政への住民参画は踏みにじられたも同然です。原案にある住民の参画によ

る河川整備計画は「絵にかいたもち」となりましょう。 
４．現在、伊賀水道は暫定水利権を 0.16m3/s（日量 13,800m3）として、スタートしようとしています（浄

水施設もこの規模で建設されています）。上の(10 分の 1)渇水流量の範囲で十分まかなえる流量であること

が分かります。また、維持流量を伊賀市等と協議して 0.5m3/s 程度にしても河川環境が大崩れることもあ

りませんでしょう。水道は岩倉地点でほとんど戻り、下水処理こそが重要で、自然流況は保存されます。

すなわち、0.16m3/s は安定水利権として許可できることが、今回の数値の公表で明らかになったと考えて

よいとおもいますが、どうですか？ 
５．青蓮寺ダムから青蓮寺用水(農業用水)を通して、木津川（森井堰上流部）に流入する流入量はどんな

に少なく見積もっても 0.5m3/s はあるはずです。特に、この地域で水不足が懸念されるのは代掻き田植の

（4 月下旬から 5 月上旬）の時期です。この時期は青蓮寺用水もパイプラインいっぱいの送水を行ってい

る時期です。木津川上流の渇水補給がすでに農業用水との連係プレーできています。この補給量は昭和 42
年以後のことですから、上の渇水流量に付加してよいすううちです。 
６．それでもなお、心配だと言う場合には、委員会で提案された青蓮寺ダムの開発水量の一部を転用して、

青蓮寺用水のパイプラインを使わせてもらって、矢田川の頭に放流する案を具体的に検討してください。

淀川水系の水需要の上下流と水需給のバランスを是正する必要があります。どうでしょうか？ 
７．昭和 39 年に改正された「新河川法」では利水管理の条項が整備され水利調整の必要性・緊急性が謳わ

れました。今回の改正では河川環境の整備と保全が謳われました。そのたびに現場の河川管理者が独善的・

権威主義に陥ることを戒めています。今回の第三次委員会における河川管理者の態度は第二次委員会とは

うって変わって、頑なに独善的で昔の権威主義があらわになってきているようの思えます。これではよい

川づくりには程遠いと思うのですが、委員会としてどう判断されますか？ 
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その２．丹生ダムについて 
１．異常渇水対策としての貯水容量が必要かどうか、が議論されました。琵琶湖開発事業は 40m3/s の新

規水利開発に対して-2.0m まで琵琶湖水位を利用すると、言う案が旧建設省から提案され、滋賀県からは

30m3/s で-1.5m まで利用する案が出されました。政治決着として 40m3/s と-1.5m が合意されました。こ

のとき補償対策水位として-2.0ｍが認めれられ、港湾や利水関係施設の整備は-2.0m を基準に工事が完了し

ています。すなわち、異常渇水対策として「国土交通大臣」が関係知事と協議して-1.5m 以下の琵琶湖を

どのように利用するかを決めるということで、一応の判断はついていると解すべきでしょう。そのために

巨額の資金がつぎ込まれました。これを正しく認識しないとこれまでの公共事業に投下された資金が無駄

遣いとなってしまいます。 
２．利水者が撤退表明した後、丹生ダムは治水単独ダムとなりますが、問題は高時川における利水問題が

残されました。これについて、今回公表された数値を見ると、10 年に 1 回の渇水（基準渇水に相当）流量

が昭和 28 年を基準年として 2.57m3/s と公表されました。また、河川維持流量も 1.8m3/s と公表されまし

た。正規の水利権許可の手続きからすると、2.57-1.80=0.77m3/s が水利権許可の対象となる数値です。一

方で、高時川頭首工に与えられた許可水利権は（理由はどうであれ）最大 11.33m3/s となっています。許

可水利権は河川法上、10 分の 1 利水安全度を条件として安定して利用できる権利として許可されるもので

す。これらの数値をみると通常の利水管理からするとありえない判断です。通常の判断であれば水利権許

可に条件が付けられ、頭首工下流への責任放流量が義務付けられて、あるいは別途水源手当て（たとえば

余呉湖ポンプアップ、草野頭首工等からの導水）が「水利使用規則」に記載されるべきはずですが、何も

記載はありません。なぜか？ 
３．このことが丹生ダムの利水容量すなわち異常渇水時の緊急水の確保という形で、これらの問題を一挙

解決したいと河川管理者は目論んでいるのではないでしょうか。地元のダム推進を願う人々の間には洪水

対策はもちろんですが、この水利権許可における不足分を河川管理者は補うべきだということで、そのた

めにダム建設に協力してきた、という思いがにじみ出ています。河川管理者は地元の皆さんのこの思いに

もまっとうに答えていません。委員会や地元の皆さんに説明責任を果たしていません。 
４．瀬切れ対策として、河川管理者は琵琶湖からのポンプアップを提案しています。中身の説明は何もあ

りません。この琵琶湖からのポンプアップの事業構想を地元にも委員会にもキチンと説明して理解を求め

なければなりません。丹生ダムに異常渇水容量を設けてすべてをごまかそうとする態度は河川管理者とし

てとっていはいけません。 
５．治水単独ダムとすると、受益者は高時川周辺の住民ということになり事業採算ベースに乗るかどうか

心配です。異常渇水対策は琵琶湖利水までさかのぼって説明責任を果たすべきです。瀬切れ対策は琵琶湖

ポンプアップ構想を地元および委員会に理解を求める必要があります。高時川頭首工の許可水利権の付与

が河川法の通常の手続きを無視して行われたことに丹生ダム建設の矛盾があります。法を守るべき行政が

法を守らず勝手な解釈をすると思わぬ落とし穴に落ちるのです。住民や関係者も巻き込んで巨大開発の中

にすべてを隠してしまうには、あまりに失うものが大きく、代償が大きすぎるのではないでしょうか。 
6.委員会と河川管理者は労をいとわず、大変なご苦労を重ねて、議論を積み重ねてこられました。それだ

からこそここまで論点が整理され、煮詰められてきました。ご苦労さんですがもう少しです。河川管理者

は独断に陥らず、権威主義の悪弊をこの際きっぱりと払拭しましょう。 
 

以 上 
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２００８．２．６ 
国土交通省近畿整備局様 
淀川水系流域委員会様                     宇治市 菟道門前 
                                山岡 久和 
 

質問と意見 
 
第70回委員会審議の中で大洪水時の宇治残流域流量は２４０㎥/Sであるとの回答がされ

ているようですが、私たち、一般住民が質問するとそれらしい資料を付けて３００㎥/S と

説明されてきました。 
河川管理者は住民意見を聞くだけですか？説明責任はそれらしい説明でよいのでしょう

か？責任ある説明はされないのですか？と疑問に思います。これでは住民の意見聴取・反

映はとても期待できません。 
№.873 で質問しましたことの回答が理解できませんので再度、質問します。 
平成 19 年 11 月 4 日の「塔の島地区河川整備に関する意見交換会」で塔の島地区河川整

備について淀川河川事務所が説明されました資料の中で宇治地点の計画高水流量１，５０

０㎥／Ｓにおいて、１／１５０として「宇治川では、天ヶ瀬ダムから山科川が合流するま

での一連区間において宇治地点の計画高水流量１，５００㎥／Ｓに対応した河道計画を策

定することになります。」と説明され、「天ヶ瀬ダム再開発後の計画最大放水量１，１４０

㎥／Ｓ＋宇治発電所放流量約６０㎥/S＋天ヶ瀬ダムから山科川間の流入量＝宇治地点計画

高水流量１５００㎥/S と説明し、「宇治地点」は、山科川合流点・天ヶ瀬ダム間の代表点と

して位置づけています。」とのことでありますが、多くの疑問があります。 

その説明に山科川合流点上流域（天ヶ瀬ダム下流）約２７㎢とし、流出計算モデル（貯

留関数法）による計算では、宇治橋上流域（天ヶ瀬ダム下流）１６．８㎢を合理式で試算

され、１/１５０年で２６８㎥/S の流出量となり、合計１，４６０㎥／Ｓとなり、１，５０

０㎥／Ｓに設定されている。とのことでありますが、この計算には、次の疑問があります。 

 

質問１． 戦後最大の洪水を対象として原案が策定されていて戦後最大洪水対応が完了す

れば、桂川は１/３０、木津川は１/４０、宇治川１/１００となります。何故、宇

治地点（山科川合流点上流）と宇治地点(宇治橋下流点)が流域面積も違うのに同

じ流量１，５００㎥／Ｓで河川改修を行うのですか、教えてください。また、塔

の島地区は１/１５０で計算しても１，５００㎥／Ｓに到らず、過大になるのでは

ないのでしょうか、何故、宇治地点だけが整備方針の１/１５０年になるのか教え

てください。 

     尚、「宇治地点」が宇治橋下流であるならば、山科川合流点上流では、１，５０

０㎥/S をはるかに超える流量になります。説明してください。 
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質問２． 宇治川が戦後最大の洪水に襲われ、堤防の決壊の危険があり堤内地に住んでい

る住民の生命と財産が脅かされている時に、また、塔の島地区のように越水の危

険が迫っているときでも宇治発電所より約６０㎥/S を放流する計画ですが、宇治

発電所の水利権の条件はどのように決められているのですか教えてください。 

     宇治発電所の「余水吐け」が宇治橋下流域にあるのですから塔の島地区が危険

なときは、「余水吐け」から流せばそれだけ安全度が増しますがどうしても発電し

なければならないのでしょうか。 

質問３． この流出計算モデルは、流域面積があまり小さくしすぎると適合しないのに、

何故、更に小さい流域面積で計算されているのですか、教えてください。また、

山科川上流域約２７㎢から約１６．８㎢をさし引いた残りの１０．２㎢の流出量

は幾らになり、その流量はどこにカウントされるのですか説明してください。 

質問４． 宇治残流域流量３００㎥/S が精査されたら、２４０㎥/S であったと説明される

ならば、計算結果である宇治残流域流量２４０㎥/S のそれぞれ計算に用いた式と

使用した具体の数値の全てを公表していただきたい。 

質問５． 山科川から天ヶ瀬ダムまでの間にある河川は、弥陀次郎川（京都府管理）、戦い

川（京都府管理）、白川・寺川（宇治市管理）、志津川（京都府管理）、であります

が、いずれも１/３０年(府)、１/１０年(市)の整備目標でありほとんど改修済み

であります。 

その上、ゴルフ場も含めて上流域で１ha 以上の開発には恒久調整池が設けられ

てあり、農業用溜池もあり、流量・到達時間が調整されるため、カット排水、内

水排除のポンプ排水も含めてこれらの地域からは将来に亘っても河川管理者が精

査されたと言われる１/１５０年の流量２４０㎥/S でも多すぎるのではありませ

んか、説明してください。 

質問６． 戦後最大の洪水を対象とした今回の淀川水系河川整備計画原案と琵琶湖の後期

放流１，５００㎥／Ｓ放流能力とは別物であります。宇治橋付近の計画高水流量

１，５００㎥／Ｓの説明は天ヶ瀬ダムから１，２００㎥／Ｓ、志津川・白川・カ

ット排水・内水排除ポンプ・宇治発電所放流等で３００㎥／Ｓであります。 

ここで宇治発電所の約６０㎥/S を緊急避難として余水吐き水路を使って下流に

流せるならば数十㎥/S になるものと思います。従いまして戦後最大の洪水を安全

に流すのに対応した宇治橋付近の河川整備計画高水流量は約１，３００㎥／Ｓも

あれば十分過ぎるのではないでしょうか説明してください。 

質問７． 宇治川塔の島地区において、何を根拠にして戦後最大の洪水流量約１，２００

㎥／Ｓよりも大きな琵琶湖の後期放流１，５００㎥／Ｓを流すことが、この度の

淀川水系河川整備計画原案ではどのように位置づけされているのか説明をしてく

ださい。 

     第７０回委員会 審議資料１－５によれば「琵琶湖の後期放流は下流洪水が低

 2

948 山岡久和氏

948－ 2／4



減し下流河道の水位が低下した状態で迎えることになるため、淀川水系河川整備

計画原案で想定する整備内容を完了することで１，５００㎥／Ｓを安全に流下さ

せることができます。」と述べられていますが、宇治川塔の島地区では河川管理者

の案では、河床を今よりあと 40㎝掘り下げ、一部右岸の道路を嵩上げして最大１，

５００㎥／Ｓの河道改修でありますから戦後最大の洪水流量１，２００㎥/S は安

全に流すことが出来ますが、その後に、ときには１０日以上の期間に亘って琵琶

湖の後期放流（最大１，５００㎥/S）が改修された河道いっぱいに流れることに

なり、川岸には近寄れないばかりか水害の危険ははるかに増加します。 

     琵琶湖の後期放流量を流すにしても、何故、戦後最大の洪水流量の範囲内では

いけないのでしょうか説明してください。 

質問８． 環境問題について 

宇治川の河川環境は水質、生態系、景観等どれをとっても悪化しています。 

たとえば、環境について魚類等の上下流の移動について天ヶ瀬ダムから放流が

されていない時にゲートから落下して、たまたま一部生存が確認されたことによ

り琵琶湖からの降下はある程度は認められるとの報告がされていますが、天ヶ瀬

ダムが放流してエプロン内が白濁しているときに琵琶湖からの降下した魚類が生

存していけるとはとても信じられません。 

     宇治川の生態系は外来種と鯉が多く確認されています。多くの漁業関係者にお

聞きしても琵琶湖の固有種は激減して平成１９年は、アユ漁はほとんど漁になら

なかったといいます。 

第７０回委員会審議資料１－４ 淀川水系における河川環境の保全と再生に関

する考え方には、私も賛同いたしますが、この考え方が今回の原案で、宇治川、

特に塔の島地区にどのように反映されているのか具体に説明してください。 

ナカセコカワニナの生息環境を守れば魚類等も守られるというのは適切とはい

えないのではありませんか、納得のいく説明をしてください。 

 

質問９． 天ヶ瀬ダム再開発事業について 

天ヶ瀬ダム再開発事業では、とりあえず天ヶ瀬ダムをバイパス出来れば責任が

果たせる琵琶湖河川事務所が説明されていますが、そのために犠牲になる宇治市

民への説明がありません。淀川河川事務所は塔の島地区の１，５００㎥／Ｓ放流

のため流路確保の工事説明であり、戦後最大の洪水流量と関係なく、琵琶湖の後

期放流ありきで、それらしい検討委員会は立ち上げられていますが、どれも市民

意見が反映されているとは言えません。 

     琵琶湖河川事務所は費用対効果のみと思われるような杜撰な計画で天ヶ瀬ダム

さえスルー出来れば、下流の河川は淀川河川事務所の問題と云わんばかりの計画

で、活断層や低周波問題、環境問題（景観問題・生態系問題等）は検討されてい
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るとは思われません。 

     この天ヶ瀬ダム再開発事業計画(案)について、琵琶湖河川事務所が宇治市民に

説明会を開催し、説明をしていただけませんか。 

質問１０．バイパス・トンネル案について 

 どうしても琵琶湖の後期放流１，５００㎥/S を流したいのであれば、宇治市民

の理解が得られるように塔の島地区の環境を保全し、治水の安全を確保できる方

法を検討し、その妥当性について宇治市民にも説明することが必要と思います。

その一つの方法がバイパス・トンネル案です。現在示されている案は下流の河川

環境を無視した天ヶ瀬ダムだけをスルーするバイパス・トンネル案です。 

私は、天ヶ瀬ダムから宇治川の狭窄部である塔の島地区を越えて１，５００㎥／

Ｓを安全に流下できるところまで約３００㎥/S のバイパス・トンネルでもって行

く案です。これが、費用対効果として理解が得られないとのことでありましたが、

宇治川の洪水のためでないことが明らかになって、その目的が琵琶湖の浸水被害

の軽減のためなら、宇治市民は、水害の危険と環境の破壊を受忍するだけであり

納得が出来ません。 

     他の狭窄部と同じようにバイパス・トンネル等で流路を確保すべき性質のもの

です。天ヶ瀬ダムから宇治橋下流域までバイパス・トンネルで迂回することが出

来れば塔の島問題は解決できます。また、今まで破壊してきた河川環境の修復も

可能になります。工事費が少し高くなるだけであり、是非、検討をしていただき

たいと願うものです。見解を聞かせていただきたい。 
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防災を考える市民の会  
機  関  紙 

 第  ６６ 号 

  
  は ん   しょう 

  鐘 鉦 

 
2008 年２月２日 

連絡先 宇治市宇治琵琶 45-2 
宇治市職員労働組合気付 

電話 22-5653、fax23-4960 
 

防災を考える市民の会 結成８周年の集い 
２月２３日（土） 夕６時１５分から開催します 

 
２月２３日会８周年の集いご案内 
 
日 時 ２月２３日（土）夕６時開場 
     6 時 15 分開会 
場 所 ゆめりあ宇治 会議室１ 

電話39-9377 JR宇治駅前です。 
参加 直接会場にお越しください。尚、資

料代等 5 0 0円のカンパをお願いします。 
 
記念講演 「阪神大震災の教訓・・減災

とまちづくり」 室崎益輝・消防庁消

防研究センター所長 日本災害復興

学会初代会長 
報告内容 
《「会」昨年の取り組みについて》 
  紺谷吉弘・「会」事務局長 
この後、参加者の皆様も含め多いに議論し

たいと考えています。 

 毎回好評の記念講演には、日本災害復興学会初代会長

に就任された室崎益輝・消防庁消防研究センター所長

にお願いしています 
 

2000 年２月に「阪神大震災の教訓

を忘れず市民のための防災のあり方を

考える会（略称・防災を考える市民の

会）」を結成してから早いもので、市民

の皆様のご協力のもと、お蔭様で８周年

を迎えることができました。 

 毎回好評いただいております集いの

記念講演は、１月１３日に発足した日本

災害復興学会の初代会長に就任された

室崎益輝・消防庁消防研究センター所長

に来ていただくことになりました。 

宇治川含む宇治全体の治水防災対策

はどうあるべきか。私たちが何をしなけ

ればならないのかなど、全国的な視点か

ら見つめなおす記念講演になると確信

しています。ぜひご参加ください。 

参加は自由です。当日直接会場におこ

しください。  

 

⇒終了後、「講師を囲む懇親会」を開催します 

参加希望される方は、事前に事務局までお申し込み下さい 
 毎年恒例になりました「講師を囲む懇親会」を終了後、開催します。参加希望され

る方は、２月 18 日（月）までに会連絡先（電話２２－５６５３）までご連絡くださ

い。会費は、実費 3500 円です。当日お支払いください。  
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防災を考える市民の会 結成８周年の集い記念講演  
室崎益輝 むろさき よしてる 先生のプロフィール 

 
1９４４年、尼崎市生まれ。京都大大学院工学研究科建築学専攻博士課

程修了。７７年から神戸大工学部講師、８０年に助教授、８７年から教

授。神戸大学都市安全研究センター教授を経て、総務省消防庁消防大学

校消防研究センター所長。国の中央防災会議、兵庫県、神戸市防災会議

などの専門委員。明石市の歩道橋事故調査委員会委員も務めるほか、震

災犠牲者の聴き語り調査を継続されています。 

主な著書に『大震災以後』（岩波書店、1998）、『建築防災・安全』

（鹿島出版会、1993） 研究テーマは、建築物の防火避難設計▽都市

の防災安全計画▽都市の災害復興計画―など。 

  

 室崎益輝先生のＨＰを見させていただいて検索数の多さにまずびっくりしました。「講演、

シンポジウム、国や自治体の委員会など、休む間もなく、全国を飛び回る日々。その姿勢に

は「市民に真実を伝えたい」という使命感がにじんでいる。」と多くの方が述べておられま

す。室崎さんが取り組んでおられる震災の遺族からの「聞き語り調査」のきっかけは、震災

の翌年の 1996 年 1 月にノンフィクション作家・柳田邦男さんから聞いた『震災を「5 千人が

死んだ一つの事件」と考えるのは死者を冒涜してはいないか。1人が死んだ事件が5千件あり、

5 千通りの死があるはずだ』とのビートたけしの言葉だったそうです。 

 毎回好評の「会」の記念講演ですが、多忙な中で宇治まできていただけることに感謝し、

今年もすばらしい記念講演をお届けできると思います。ぜひご参加ください。 
 
阪神大震災から 13 年 メモリアル特別企画 防災シンポ １月１８日 

宇治川断層、天ヶ瀬ダム断層などの危険性も明らかに 
 防災を考える市民の会は、阪神淡路大震災から13年のメモリアル企画として1月18日、ゆめ

りあ宇治で防災シンポを開催しました。 

シンポは志岐代表の司会ですすめられ、最初

に記録映画 阪神・淡路大震災の人と街を見た

後、紺谷「会」事務局長が最近発見した資料で、

天ヶ瀬ダムの下に断層があることが明らかにな

ったと報告。中川・国土研究会事務局長は、宇

治川河川整備計画の問題点、国交省の宇治川

1500㌧/ｓの問題点や新たな巨大な放水路トン

ネル（流入部直径12ｍ、出口の直径26ｍ）の危

険性、２週間近い長期間の放流での堤防決の危

険性を指摘しました。 

さらに宇治市参事の栢木危機管理課長が宇治

市の危機管理について報告（右上の写真）。宇治では黄檗断層の震災被害が大きいと予測さ

れていたが、宇治川断層（山科川合流付近から三河合流付近）が発見され、その被害予測が

黄檗断層以上であることが明らかになった。生駒断層帯の地震も宇治への影響が大きい。こ

れらに対応した対策が必要で着手すると報告されました。 
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宇治川の諸問題に関する淀川水系流域委員会の討議状況 

       １月２９日 流域委員会 志岐代表の傍聴報告より 
 去る１月９日の第７０回淀川

水系流域委員会（左の写真）で

は、既報のとり、第６９回に引

き続き、主に大戸川ダムと天瀬

ダム再開発事業についての審

議が行われました。しかし、塔

の島地区の景観・環境問題や、

槇島などの堤防破堤の恐れ、天

ケ瀬ダムのトンネル計画地の地盤問題などに関しては、当会メンバーから訴えや説明がなされ

ただけに止まり、またしても、委員たちの討議の中にはほとんど現れませんでした。１月 29

日の委員会では、天ケ瀬ダム、宇治地区などについて、傍聴席からの発言の機会が得られはし

ましたが、そもそもの議題が丹生ダムと川上ダムについての総括的審議となっておりました。 

 今後２月 11 日、20 日には下記のような総括的審議が行われることになりました。その審議

での論点設定は、私は良く出来ていると思います。しかし、このままでは、宇治市民にとっ

ての死活の重大問題は、何時審議されるのか、不安であると言わざるを得ませんでした。 

 宇治市民の生命と生活の安全を守るためには、今こそ「会」の皆さんが、あるいは個別で、

あるいはまとまって、手紙やファックス、Ｅメール、委員会での傍聴発言などを強めてくだ

さることが必要です。また、「会」としては、かねて「会」から国土問題研究会に委託して

ある「調査報告」の「概要」の提出を急ぎ求め、これができ次第、淀川水系流域委員会の全

メンバーその他に広く配布したいと考えています。 

 

なぜ１５００㌧なのか、莫大な地元負担金の宇治の負担は、

などなど 市民にとって不明確、疑問だらけの天ヶ瀬再開発 
河川法を生かし、「治水と利水と環境の保全と整備」の総合的な河川整備と河川整備計画に

地域住民の意見を反映させる制度の実践をめざす淀川水系流域委員会は、７月に再開されまし

た。８月に「淀川水系河川整備基本方針」

の決定と「淀川水系河川整備計画原案」が

整備局から発表。その内容が淀川推計流域

委員会で検討されています。 

 

宇治の治水は１１００㌧/s で可能  

第 67 回流域委員会では、宮本委員長は、

「原案では『戦後最大洪水を安全に流すこ

と』を目標としている。この理屈で言えば、

宇治川は『1500 ㎥/ｓ改修』ではなく『戦

後最大洪水対応、1100 ㎥/ｓ改修、琵琶

湖後期放流 1100 ㎥/ｓ』となるのではな

いか。」と指摘。ところが河川管理者は、

琵琶湖後期放流のために「宇治橋地点」で

1500 ㎥/ｓと算出したために、原案で示
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前回の塔の島付近の改修工事。今回の計画では

派川１ｍ、本川０．４ｍ、橘島下流１ｍ切下げ

などの更なる大工事が提案されています。 
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した宇治地点（＝山科川合流点上流）では 1500 ㎥/ｓを超えてしまうような、説明不能で支

離滅裂状態に陥っています。また河川計画に必要な流出流量について、上記以外の地域では算

出根拠、数値、数式が明らかにされていません。 

 

天ヶ瀬再開発などの莫大な地元負担金２６１億円 
第６９回流域委員会で、ようやく概算事業費が示されまし

た。天ヶ瀬ダム再開発費用は、当初の３３０億円が４３０億

円と１００億円の増となり、京都府は 19．5％８６億円、

大阪府７１億円に。琵琶湖後期放流で最大の恩恵をこうむる

滋賀県の負担は全くありません。大戸川ダムの建設でも、１

０００億円のうち滋賀県は１．６％１６億円に対して、京都

府は１２．５％１２５億円もの負担となっています。川上ダ

ムの負担は 50 億円で２６１億円もの負担となります。現時

点での概算であり最終的に幾らになるのかわかりません。ま

た京都府の２６１億円の負担金が各市町村にどれだけの負

担となるのか。京都府が全額負担するとは思えません。し

かも瀬田川鹿跳付近のバイパストンネル工事費１３０億円

も未検証でさらに増加する予定です。 

写真は天ヶ瀬再開発をしなけ

れば７戸浸水被害が出るとい

う琵琶湖江ノ島地区。「すぐに

湖に出られるからここに住ん

でいる。何十年に１回浸かるの

かは承知の上」と住民は言って

おられます。この地区は造成の

失敗で地盤沈下が浸水の最大

の要因ですが・・・。 

 

日本一の放水路トンネル建設で、ダム河岸岩盤の安全

性など未検証課題が山積 
１５００㎥/ｓのために、当初提案の入り口１２ｍ、出口

２６ｍの放水路トンネル方式に変更されました。近傍に断

層の存在が指摘されている中で岩盤強度などの検証も必要

です。また放流時の環境調査も実施されておらず、安全性

などで未検証課題は山積しています。審議資料や説明に対する質問の締め切りにも注意して質

問・意見を委員会へ出しましょう。また各委員会が下記のとおり開催されます。委員会にも参

加しましょう。 

 

これからの流域委員会日程 

☆ 2 月 11 日（月） 午後１時半から５時半 第 72 回委員会 京都市勧業会館みやこめっせ  

第 73 回委員会 ２月 20 日 15：30～19：30 みやこめっせ、 

第 74 回委員会 ３月 11 日 13：30～17：30 みやこめっせ、 

第 75 回委員会 ３月２６日 １３：３０～１７：３０ 大阪会館   が予定されています。 
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２月の取り組み紹介

２月５日（火）午後７時から９時 宇治川シンポ  場所 生涯学習センターホー

ルで共産党の主催で開催されます。  
これまでこの種の取り組みは、上流、下流でそれぞれで開催されていましたが、今回のシ

ンポは、同党の滋賀県議団の森茂樹団長もパネラーとして参加されます。上下流の問題点を

どう解決・整理していくのか。初のシンポとして注目されています。淀川流域委員会・

宮本委員長も参加されます。 
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944 佐川克弘氏

944－ 1／3



944 佐川克弘氏

944－ 2／3



944 佐川克弘氏

944－ 3／3



943 佐川克弘氏

943－ 1／1



942 佐川克弘氏

942－ 1／1



941 佐川克弘氏

941－ 1／4



941 佐川克弘氏

941－ 2／4



941 佐川克弘氏

941－ 3／4



941 佐川克弘氏

941－ 4／4




